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研究の概要

キーワード：社会教育関係職員・委員の役割 身近な研修機会の減少 職員の専門性の低下

多忙化 研修会場が遠い 研修予算の確保 研修体系 研修項目

市町村と県の役割分担 研修の対象者・時期・頻度 研修の実施主体

研修の充実方策 研修機会の拡充 研修の効率や効果

社会教育関係職員・委員に求められる役割等について再確認するとともに、研修の状況や課

題等を調査・整理し、今後の社会教育関係職員・委員を対象とする研修のあり方について、研

修内容の体系化、県と市町村の役割分担、効率的な研修のシステム化などを中心に検討を行っ

た。

① 研修体系試案の作成

・社会教育関係職員・委員を対象とする研修（情報提供）内容の整理

・研修（情報提供）内容の対象・時期・頻度の整理

・研修（情報提供）の実施主体の整理

② 研修の充実方策の提示

・課題の解決に役立つ参考事例

・社会教育関係職員・委員の充実方策
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Ⅰ 研究の概要

１ 研究主題

「社会教育関係職員・委員を対象とする研修の充実方策に関する調査研究」

２ 研究目的

近年の科学技術の高度化や情報化、グローバル化、少子化等により、社会は急速に変化

し、地域社会の人間関係の希薄化や地域の教育力の低下が指摘されている。社会教育・生

涯学習行政には、個人の要望を踏まえ社会の要請を重視した多様な学習機会を提供するこ

と、学校・家庭・地域住民等の相互の連携・協力を促すこと、学習者の学習成果を生かす

仕組みをつくることが求められている。主体的に地域の課題解決に関わる住民の学習を支

援するために、職員・委員には住民の期待に応えられる知識や技能が必要であると考えら

れる。

平成 16 年度に当センターが行った「生涯学習にかかわる専門的職員の養成に関する研

究」によると、職員の多忙化等により、専門性を身につけるための研修が必ずしも十分で

ないという状況にあることから、研修のあり方についての検討を行っている。また、生涯

学習に関わる職員の研修を企画立案する際の視点として、①継続的、段階的な研修体制、

②実践的、体験的な学習プログラム、③他の公民館職員とのネットワーク形成、④職員の

意識を啓発し、意欲を高めるための工夫など、職員研修の充実の方向性を提示している。

しかし、本県では平成 17 年度以降の市町村合併や教育事務所の統合、行財政改革等が進

み、行政組織の改編、職員や予算の削減、指定管理者制度の導入等が行われてきた。そう

した改変に伴い、社会教育行政においても推進体制等に変化が生じ、職員・委員の研修状

況も変わってきているのではないかと考えられる。

そこで、本研究では、社会教育関係職員・委員に求められる役割等について再確認する

とともに、研修の状況や課題等を調査・整理し、今後の社会教育関係職員・委員を対象と

する研修のあり方について、研修内容の体系化、県と市町村の役割分担、効率的な研修の

システム化などを中心に検討を行うものである。

３ 年次計画

本研究は２年次に渡って調査・研究を行う。

１年次（平成 21 年度）は、社会教育関係職員・委員の役割等を資料や文献によって整理

する。また、県内市町村の社会教育関係職員並びに社会教育委員、公民館運営審議会委員

を対象とした研修の実施状況の推移をまとめるとともに、現在の市町村における研修の取

り組み状況等を把握するためにアンケート調査を実施し、研修の充実方策の検討に向けて

の課題を整理する。

２年次（平成 22 年度）は、県内外の先進的な事例等も参考にしながら、本県における今

後の社会教育関係職員・委員を対象とする研修を充実させるための具体的な方策について

検討し、市町村、県を包括的に捉えた研修体系の試案を提示することとする。
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Ⅱ 研究の内容

１ 社会教育関係職員・委員に求められるもの

（１）社会教育行政の役割

社会教育の基本的な理念は、民主的な国家を建設するために、国民の自己教育、相互

教育を奨励し発展させることにある。国際化、情報化、高齢化等が進む社会において、

生活の向上、職業能力の向上、自己の充実を図るためには、あらゆる場所において学習

機会が提供される必要があり、国や地方公共団体は、その教育環境の醸成に努めていか

なければならない。平成 20 年７月に文部科学省が策定した「教育振興基本計画」では、

個人の自立と自律、他者との協調、社会参画、自己の修養、生活や職業に必要な知識・

技術等の習得の重要性に触れ、生涯学習社会の構築の必要性を謳っているが、社会教育

行政はその中核的な役割を担うと考えられる。

また、平成 20 年２月の『新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について（答申）』

では、学校・家庭・地域が協力した地域ぐるみの教育活動の充実と、地域の学習拠点と

して社会教育施設の積極的な活用を促している。改正された社会教育法第 32 条では、地

域住民と連携協力して公民館の運営、評価を実施することが規定され、公民館の運営状

況に関する情報を積極的に提供しなければならないとしている。

このように社会教育行政は、生涯学習社会の構築において中核的な役割を担い、住民

と連携協力し、社会教育施設を積極的に活用しながら地域ぐるみの教育活動を充実して

いくことが期待されている。

（２）研究の対象とする社会教育関係職員・委員

社会教育行政を推進するにあたっては、社会教育主事、図書館司書、博物館学芸員な

どの資格を有する専門的職員が各分野の指導的な役割を果たすことになる。とはいうも

のの、実際には社会教育並びに生涯学習振興を主管する部署並びに社会教育施設が、組

織的に事業を企画運営し、施策を推進しているのであり、全ての関係職員に社会教育や

生涯学習に関する相応の知識・技能が必要と考えられる。よって本研究で対象とする社

会教育関係職員とは、専門的職員に限定せず、社会教育の部署、社会教育施設に所属す

る全ての職員と捉えることとする。なお、社会教育施設ではないが実質的に社会教育事

業を実施している地区センターの職員も対象に含めるものとする。

ただし、研修すべき内容等の整理にあたっては関係職員や委員に共通する内容等を中

心に研究を進めることとし、作業量や時間的制約の関係から、アンケート調査やその分

析・考察にあたっては一部の社会教育関係職員と委員を対象とすることとする。

（３）社会教育関係職員・委員の役割等

ア 社会教育関係職員の役割等

社会教育関係職員の主な役割等について、専門的職員であり、役割等が分類整理さ

れている社会教育主事及び社会教育主事補、公民館主事を取り上げて整理した。
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職名 主な役割

社
会
教
育
主
事
（
補
）

社会教育主事の職務について、社会教育法では次の通り規定している。なお、第

２項は、2008 年の法改正で新たに加わった内容である。

１ 社会教育を行う者に専門的な助言と指導を与える。ただし、命令及び監督

はしてはならない。

２ 学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教育活動

を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことができる。

３ 社会教育主事補は、社会教育主事に職務を助ける。

また、中央教育審議会は社会教育主事の具体的な役割を次のように整理している。

○地域の学習課題やニーズの把握・分析

○企画立案やその企画の運営を通じた地域における仕組みづくり

○関係者・関係機関との広域的な連絡・調整

○地域の人材の確保・育成

○情報収集・提供、相談・助言

○地域の教育活動を連携推進するコーディネーター ※１

公

民

館

主

事
等

公民館主事等の役割については次の通り整理されている。

・学習内容の組み立て編成者（プログラマー）

・学習文化活動全般についての援助相談の専門員（カウンセラー）

・地域の教育力を組織化し活性化する役割（コミュニティ・オルガナイザー） ※２

※１ 参考：『新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について（答申）』（中央教育審議会）

※２ 参考：『公民館のあるべき姿と今日的指標 総集編』（全国公民館連合会）

イ 社会教育関係委員

社会教育関係委員の主な役割について、社会教育委員と公民館運営審議会委員を取り

上げて整理した。

職名 主な役割

社
会
教
育
委
員

社会教育委員の役割について、社会教育法第 17 条では次の通り規定している。

１ 社会教育に関する諸計画を立案する。

２ 会議を開き、教育委員会の諮問に応じて、意見を述べる。

３ 職務を行うために必要な調査研究を行う。

４ 教育委員会の会議に出席して社会教育に関して意見を述べる。

５ 市町村の社会教育委員は、教育委員会から委嘱を受けた青少年に関する特定

の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他の関係者に対し、

助言と指導を与える。
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社
会
教
育
委
員

国立教育政策研究所社会教育実践研究センターが行った調査研究では、社会教育委

員の職務を果たすための具体的な活動例として、以下の内容が示されている。

・社会教育に関する建議や教育委員会の諮問に対する答申

・家庭、地域の教育力向上に関しての積極的な貢献

・住民の意向を行政や施策の運営に反映させるためのパイプの役割

・社会教育に関する諸計画の立案

・社会教育行政施策や事業の地域へ普及

・行政担当者との頻繁な意見交換やアイデアの提供

・まちづくり・地域づくりへの積極的な貢献

・地域の社会教育に関する情報の行政への提供

・社会教育関係団体への補助金交付に対する意見具申

・地域の社会教育に関する研究調査

・都道府県内の社会教育に関するネットワークの形成

・他県の先進的な社会教育事業に関する情報の収集・提供 ※１

公
民
館
運
営
審
議
会
委
員

公民館運営審議会委員の役割について、社会教育法第 29 条では次の通り規定して

いる。

・館長の諮問に応じ、公民館における各種事業の企画実施につき調査審議する

調査審議事項の具体的な内容の例には次のようなものが挙げられる。

○事業計画、各種の事業実施に関する諸問題

○施設、設備に関する問題

○住民の公民館利用の適正化に関する問題

○事業の効果に関する問題

○経営合理化等の問題

○運営上に生じた諸問題 ※２

※１ 参考：平成 18 年度『社会教育委員の職務等の実態に関する調査研究報告書』（国立教育政策研究所

社会教育実践研究センター）

※２ 参考：公民館ハンドブック『公民館運営の道案内』（佐賀県公民館連合）

（４）社会教育関係職員・委員を対象とする研修の必要性

ア 職員を対象とする研修の必要性

（ア）専門的職員を対象とする研修の必要性

社会教育主事等の専門的な職員は、社会教育行政の中核として、地域の社会教育

行政の企画・実施及び専門的技術的な助言と指導を行うことになっている。地域の

学習課題やニーズの把握・分析、企画立案、地域における学習文化活動の組織化や

支援、関係者や関係機関との連絡調整等、その果たす役割や重要性は大きい。多様

化、高度化する人々の学習ニーズや社会の変化に対応するために、専門的な職員は、

常に専門的な知識・技術等の獲得に努めていく必要があると考えられる。
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（イ）一般職員を対象とする研修の必要性

多くの市町村や社会教育施設においては、限られた職員体制の中で、専門的職員、

一般職員の別なく業務推進に当たらなければならない状況や、一般職員が社会教育

事業を担当する場合も多いと考えられる。その場合、社会教育行政の目的、手段、

評価といった基本的な知識等のほか、学習機会の提供、地域課題の解決に向けた学

習活動の組織化や支援といった住民に対する直接的なサービスの提供の方法など、

一般行政事務の経験では得られ難い知識や技能の習得が一般職員には必要となる。

また、一般職員は専門的職員に比べて配置異動のサイクルが短いことも推測され、

専門的職員の研修と同等以上の集中的・計画的な研修が必要と考えられる。

イ 委員に対して研修機会を提供する必要性

委員には、各分野の専門的な人が選ばれているため、それぞれの専門分野において

は専門性を有していると考えられるが、会議等において諮問を受け、意見を具申する

ためには、社会教育・生涯学習の基本的な知識を身につけ、社会教育・生涯学習の施

策や計画、地域の実態や課題等を理解しておく必要がある。また、今後、住民の参画

による教育活動の展開が広がるものと予想され、社会教育関係委員には、住民の代表

としての種々の役割が期待されるものと思われる。

なお、全国の社会教育委員で組織される全日本社会教育連合会では、以下のように

社会教育委員としての研修の必要性や手段等を示し積極的な研修を促している。

ウ 研修の実施主体

社会教育法第９条の６には、「社会教育主事及び社会教育主事補の研修は、任命権者

が行うもののほか、文部科学大臣及び都道府県が行う」とあり、社会教育主事及び社

会教育主事補の研修については、任免権者である市町村が行う他、県や国の実施義務

も明示している。

また、平成８年の『社会教育主事、学芸員及び司書の養成、研修等の改善方策につ

いて』（生涯学習審議会社会教育分科審議会）では、国、都道府県、市町村、関係機関・

団体等は相互の連携と役割分担の下に、研修体制の整備を進め、体系的、計画的な研

修機会を提供していく必要があるとしている。

「市町村の社会教育に関する状況や人々のニーズを知ることはもちろん、社会教

育関係法規の理解、全国的な社会教育の情報を知ることなどが求められる。そのた

めには日常的な自己研修が必要であり、事務局から提供される資料や社会教育関係

専門誌のほか、インターネットの活用も重要な手段となる。このような自己研修と

併せて、委員同士の交流や、全国、地区ブロック、県・市ごとに設けられている研

修会への参加なども大切である。ある課題について、委員が小グループを形成して、

調査研究や先進地の視察を行っているところも多い。」

引用：『社会教育委員必携』（財団法人全日本社会教育連合会）
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２ 県内市町村の社会教育関係職員・委員を対象とする研修の状況

（１）社会教育関係職員数と委員数の推移

近年における財政状況の悪化、行財政改革、地方分権の流れを受けて、平成 17 年度

から平成 18 年度にかけて、岩手県においても市町村合併が進んだ。平成 16 年度には 58

市町村であったが、平成 17 年度に 47 市町村、平成 18 年度には 35 市町村、平成 22 年１

月からは 34 市町村となった。それとともに、庁舎や各部署の統合、再編が進んでいる。

図１を見ると、市町村教育委員会事務局の社会教育関係職員数は、平成 16 年の 653

人に対して平成 20 年は 492 人となっている。同様に社会教育委員数は、平成 16 年の 840

人に対して平成 20 年は 525 人に減少している。

図１ 市町村教育委員会事務局の社会教育関係職員数と社会教育委員数

社会教育基本調査より

市町村の公民館（本・分館）は、平成 16 年度の 427 館から平成 19 年度には 365 館に

減少しているが、平成 20 年度には減少が止まっている。また、平成 18 年度には公民館

を地区センター化して社会教育事業を実施する市町村も現れた。平成 20 年度の社会教

育事業を実施している地区センター数42館を公民館数366館に加えると408館となり、

平成 17 年度の公民館数とほぼ同じである。

図２ 市町村の公民館数（本・分館）と社会教育事業を実施している地区センター数

社会教育基本調査より

427 410 388 365 366

43 4200
16

0
50

100
150
200

250
300
350
400
450

H16 H17 H18 H19 H20

公民館（本・分館） 社会教育事業を実施している地区センター

492

653 648

539

485

840

715

541
540 525

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H16 H17 H18 H19 H20

教育委員会事務局社会教育関係職員 社会教育委員

（人）

(58 市町村) (47 市町村) (35 市町村)

(年度)

（館）

（年度）



7

県内市町村の公民館職員数は、平成 16 年度の 992 人から平成 19 年度の 818 人まで減

少し続けた後、平成 20 年度には 860 人となり、42 人増加している。これに社会教育事

業を実施している地区センターの職員を加えると 976 人になる。これは平成 16 年度公

民館職員数の 98.4%にあたり、この５年間で公民館の職員数には大きな変化がないこと

がわかる。

また、公民館運営審議会委員の数は、平成 16 年度の 795 人から平成 18 年度の 608 人

まで大きく減少したが、平成 19 年度からは増加に転じ、横ばい傾向にある。

図３ 市町村の公民館職員数、社会教育事業を実施している地区センター職員数、公民

館運営審議会委員数

社会教育基本調査より

市町村の社会教育関係職員の中で減少の割合が著しいのは社会教育主事で、平成 16 年

度の 81 人に対して平成 20 年度は 42 人となり、約半分になっている。平成 19 年度には、

県社会教育主事派遣事業が廃止となったが、その翌年の平成 20 年度にも 14 人減ってい

る。

図４ 市町村の教育委員会事務局及び公民館の社会教育主事数

社会教育基本調査より
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（２）社会教育関係職員・委員を対象とする研修の機会

市町村における社会教育関係職員・委員を主な対象とする研修会の開催数等が、ここ

数年でどのように変化しているのかを、県、教育事務所等、市町村の単位で整理してみ

た。

ア 県全域を対象とする研修の機会

（ア）当センター主催の研修の社会教育関係職員を対象とする研修数

市町村の社会教育関係職員を主な対象として当センターが実施している指導者養

成・研修の講座数の推移は、平成 16 年度から 18 年度までは、ほぼ横ばいであった

が、平成 19 年度からは専門研修を拡充したこと、地域のニーズに対応するための移

動研修を新設したことにより研修数が増加している。

図５ 当センター主催の社会教育関係職員を対象とする研修数

当センターの年間計画に基づいて作成

（イ）県協議会等主催の研修会

県社会教育連絡協議会と県社会教育指導員等協議会が毎年１回開催する研修と

して以下の研修会等がある。

対 象
名称

社会 教育
関係職員

社会 教育
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公民館運営
審議会委員

公民館大会 ○ ○ ○

社会教育主事・公民館職員研修会 ○

社会教育指導員等研修会 ○

社会教育委員・公民館運営審議会委員研究大会 ○ ○

イ 教育事務所管内を対象とする研修の機会

教育事務所は、平成 18 年度に 12 教育事務所から 10 教育事務所に統合されている。

また、平成 22 年度には、6 教育事務所へと統合されることが決まっており、より広域

の市町村を対象とした研修を実施していくこととなる。ここでは、教育事務所または地

区社会教育連絡協議会が主催し教育事務所管内を対象としている研修についてまとめ

た。
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（ア）社会教育関係職員を対象とする研修

社会教育関係職員を対象とする研修は、平成 16 年度から 18 年度にかけて研修数

が約３分の１に減少し、その後は、ほぼ横ばい傾向が続いている。１教育事務所当

たりの平均値を求めると、平成 16 年度は 3.6 回、平成 20 年度で 1.2 回となり、教

育事務所単位で実施される研修が大きく減少していることがわかる。

図６ 社会教育関係職員を対象とする研修数

各教育事務所からの聞き取り調査に基づいて作成

（イ）社会教育関係委員に対する研修

図７は社会教育関係委員に対して行われた年間の研修回数について、平成 16 年度

から平成 20 年度までの推移を示したものである。

社会教育委員に対する研修は年間４～６回であるのに対し、公民館運営審議会委

員に対する研修は年間１～２回と少ない。

図７ 社会教育関係委員を対象とする研修数

各教育事務所からの聞き取り調査に基づいて作成
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ウ 市町村が主催する社会教育関係職員を対象とする研修数

市町村が主催する社会教育関係職員を対象とする研修の回数は、平成 16 年度の

112 回に対して平成 20 年度は 37 回であり、この５年間で市町村が独自に実施する

研修の機会が約３分の１に減少している。

図８ 市町村教育委員会が主催する社会教育関係職員を対象とする研修数

社会教育基本調査より

これまで、県内の社会教育関係職員・委員を対象とする研修の状況についてみてきた

が、平成 16 年度以降、施設数、職員・委員数、研修数が変化していることにより、研修

に参加する側の実態にも変化が生じていることも考えられる。そこで、市町村の社会教

育関係職員・委員を対象とする研修状況や職員の考えについて、アンケート調査を行う

こととした。
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３ 県内市町村の社会教育関係職員の研修に関する調査結果

本調査は、平成 21 年度における社会教育関係職員の研修に関して、県内市町村教育委員

会事務局等を対象としてアンケート調査を行い、回答を分析したものである。

（１）調査実施の概要

ア 調査対象

（ア）県内市町村教育委員会事務局等の社会教育主管課の職員

※以降、「事務局等職員」と表記する。

（イ）県内市町村公民館等（中央館及び地区館）の職員及び公民館を設置しない市町村

にあっては実質的に社会教育事業を行っている地区センターの職員

※以降、「公民館等職員」と表記する。

イ 回答者

県内市町村教育委員会事務局等の社会教育主管課の職員研修担当の職員

ウ 調査期間

平成 21 年 11 月

エ 回収率

県内市町村教育委員会事務局等 100.0％（35／35 市町村）

（２）調査結果と分析

ア 社会教育関係職員の研修費の有無

社会教育関係職員の研修費（研修会開催経費、参加旅費等）を予算化している市町

村は 31 市町村、９割弱であり、予算化していない市町村は４市町村である。

図９ 社会教育関係職員の研修費の有無
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イ 社会教育関係職員の研修の予算額

社会教育関係職員の研修の予算額は、次の通りである。予算なしも含め 100,000 円

以下の市町村が 24 市町村（69％）となっている。逆に 300,001 円以上の市町村は６市

町村である。

図 10 社会教育関係職員の研修の予算額

ウ 社会教育関係職員一人当たりの研修費

図 11 は、市町村の社会教育関係職員一人当たりの研修費の分布をグラフにしたもの

である。「1～5,000 円」が 16 市町村と一番多く、次いで「5,001～10,000 円」が８市

町村となっている。

図 11 社会教育関係職員一人当たりの研修費
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エ 市町村が独自に実施している社会教育関係職員の研修の有無

市町村教育委員会で独自の研修会を実施しているのは７市町村にとどまり、28 市町

村では独自の研修を実施していない。

実施している市町村の研修１回当りの平均時間は 2.9 時間で、参加者の約１割が事

務局等職員、約９割が公民館等職員となっている。

図 12 市町村が独自に実施している社会教育関係職員の研修の有無

表１ 市町村が独自に実施している社会教育関係職員の研修状況

実施市

町村数
回数

研修１回当り

平均時間

事務局等職員

参加者数

公民館等職員

参加者数

職員参加

者合計数

７ 19 2.9 時間 44 339 383

オ 市町村が独自に実施している社会教育関係職員の研修内容

市町村が独自に実施している研修の内容は、「社会教育・生涯学習に関する基本的

な内容について」が４市町村のほか、「学習情報の収集・提供について」、「職員の接遇

やコミュニケーション能力について」、「社会教育と地域づくり・まちづくりの関係に

ついて」が３市町村と比較的多くなっており、内容的には多岐にわたって実施されて

いる。

図 13 市町村が独自に実施している社会教育関係職員の研修内容
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カ 他機関が実施する社会教育関係職員の研修への参加状況

（ア）市町村が社会教育関係職員を派遣した研修の数

市町村が社会教育関係職員を１年間に派遣した研修の数では、「７～９件」が 12

市町村で一番多く、「10 件～」の 11 市町村を合わせると、６割以上の市町村が７

件以上の研修に社会教育関係職員を派遣しているが、「１～３件」も４市町村あっ

た。

図 14 市町村が社会教育関係職員を派遣した研修の数

（イ）社会教育関係職員一人当たりの研修への参加回数

社会教育関係職員一人当たりの研修への参加回数は、事務局等職員では「0.1～

1.0」回が 15 市町村、「1.1～2.0 回」が 15 市町村となっており、２回以下の市町村

が 30 市町村(86％)となる。

公民館等職員では、「０回」が４市町村、「0.1～1.0」回が 14 市町村、「1.1～2.0」

回が８市町村であり、２回以下の市町村の割合は 90％である。

図 15 社会教育関係職員一人当たりの研修への参加回数
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キ 社会教育関係職員の研修の機会に対する研修担当者の評価

図 16 は、社会教育関係職員の研修の機会の確保について、各市町村の研修担当者の

評価を示したものである。回答は「十分である」、「どちらかといえば十分である」と

評価する市町村が 16 市町村に対して、「不十分である」、「どちらかといえば不十分で

ある」が 19 市町村となっている。

図 16 社会教育関係職員の研修の機会に対する研修担当者の評価

ク 研修担当者が必要と考える社会教育関係職員の研修回数

研修担当者が必要と考える研修回数は、「１～３回」が 26 市町村と最も多く、次い

で「４～６回」の７市町村となっている。また、「必要ない」と回答した市町村はなか

った。

図 17 研修担当者が必要と考える社会教育関係職員の研修回数
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ケ 社会教育関係職員の研修内容に対する研修担当者の評価

社会教育関係職員の研修内容に対する研修担当者の評価は、「必要十分な内容の研修が

行われている」３市町村、「おおむね必要な内容の研修が行われている」26 市町村で、合

わせると８割を超える。しかし、「必要な内容の研修が行われているとはいえない」と回

答した市町村も６市町村ある。

図 18 社会教育関係職員の研修内容に対する研修担当者の評価

コ 社会教育関係職員の研修を進めるうえでの障害

社会教育関係職員の研修を進めるうえで障害となるものとして、「日常の業務が多忙

である」を選択した市町村が 32 市町村（91%）あった。次いで「研修会場が遠くて参

加しにくい」18 市町村、「参加者の業務を代わって務める職員がいない」17 市町村、

「研修に対する予算が少ない」13 市町村となっている。

図 19 社会教育関係職員の研修を進めるうえで障害となるもの
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サ 研修担当者が優先度が高いと考える社会教育関係職員の研修内容

研修担当者が優先度が高いと考える研修の内容として、「社会教育事業の企画・運営

のあり方」を約８割の 29 町村が選んでいる。次いで「社会教育と地域づくり・まちづ

くりの関係」22 市町村、「社会教育と学校教育、家庭教育との連携のあり方」21 市町

村、「社会教育事業の評価のあり方」19 市町村となっている。

図 20 研修担当者が優先度が高いと考える社会教育関係職員の研修内容

シ 社会教育関係職員の研修が縮減された場合の影響

社会教育関係職員の研修が現在よりも縮減された場合の影響について、自由記述の回

答を次のように整理した。

分 類 内 容

事業について

・事業がマンネリ化する(11)

・職員や市町村によって事業の成果に差が出る(3)

・社会教育事業が減少する

・イベント開催に偏る

・市民のニーズに合った学習情報の収集、提供に支障が生じる

職員について

・職員の専門性・資質が低下する(7)

・新任者の育成が困難になる(3)

・職員の意欲が低下する(2)

学習の機会につ

いて

・知識、実践手法を学ぶ場が不足する(6)

・社会教育行政の方向性、先進事例に疎くなる(3)

・今まで以上に研修に参加できなくなる(2)
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社会教育計画等の作成

他部局や団体等との連携・協力のあり方

社会教育・生涯学習に関する基本的な内容

住民の学習ニーズ等の社会教育調査の方法

社会教育事業の評価のあり方

社会教育と学校教育、家庭教育との連携のあり方

社会教育と地域づくり・まちづくりの関係

社会教育事業の企画・運営のあり方

(N=35)複数回答

その他
エクセルスキルアップ研修、各公民館間での情報交換、コミュニケーション

市町村数 （市町村）
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分 類 内 容

社会教育の必要

性について

・社会教育主事の必要性の意識が薄れる

・社会教育の必要性を認識する場が少なくなる

影響なし ・特に影響は生じない

その他
・他市町村とのネットワークが築けなくなる(3)

・研修の縮減より参加できるような人員配置の問題解決が先決

ス 社会教育関係職員の研修のあり方についての意見等

社会教育関係職員の研修のあり方についての意見や考えなど、自由記述で回答があ

ったものを次のように整理した。

分 類 内 容

研修場所と期

間

・教育事務所等、身近なところで実施してもらいたい(3)

・職員が減少しているので、参加しやすい配慮を願いたい(3)

・多忙でなかなか参加できない(2)

研修内容につ

いて

・社会教育の今日的な意義の再確認

・効果的な事業実施のための実践事例提供

・住民のニーズに対応した事業実施のための研修テーマ設定

・コーディネート能力育成

・ワークショップ形式の研修

・集中的で密度の濃い研修

・県と市町村の職員が互いに学び合えるような研修や会議

必要とされる

専門性

・指導力のある住民を育成するための専門性

・地域住民のニーズに関する調査分析力、学習資源の把握、地域の

社会教育関係団体との調整、事業企画能力や学習情報提供能力

体制づくり ・職員が積極的な研修意欲を持ち続けるような体制づくりが必要

その他

・自分の業務を自己評価・再確認するため必要

・公民館職員に非常勤職員が多くなっているから必要

・現代社会の課題について認識する場として必要

・専門性を身につけるために必要

・予算が確保できず参加できない(2)
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４ 県内市町村の社会教育委員の研修に関する調査結果

本調査は、平成 21 年度における社会教育委員の研修に関して、県内市町村教育委員会事

務局等を対象としてアンケート調査を行い、回答を分析したものである。

（１）調査実施の概要

ア 調査対象

県内市町村教育委員会事務局等の社会教育委員

イ 回答者

市町村教育委員会事務局等の社会教育主管課の社会教育委員の担当職員

ウ 調査期間

平成 21 年 11 月

エ 回収率

県内市町村教育委員会事務局等 100.0％（35／35 市町村）

（２）調査結果と分析

ア 社会教育委員の会議の年間開催数

社会教育委員の会議の年間開催数（小委員会等含む）で最も高い割合を示したのは、

「２回」で 21 市町村あり、「３回」の９市町村と合わせて８割強となっている。

図 21 社会教育委員の会議の年間開催数

イ 社会教育委員への諮問事項

社会教育委員へ諮問している市町村は 12 市町村で、諮問事項は次の通りである。

・事業実施計画について（4）
・年間事業計画について（3）
・社会教育計画・生涯学習推進計画策定（3）
・公民館運営方針について（1）
・施設建設について（1）
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ウ 社会教育委員への依頼事項

社会教育委員に対して会議への出席以外で依頼している市町村は 10 市町村で、依頼

事項は次の通りである。

・社会教育事業へ出席(4)
・研修会への参加(4)
・各種団体の会員
・社会教育行政の方針と計画の立案
・社会教育関係団体、指導者に対する助言及び指導

エ 社会教育委員の研修の有無

社会教育委員の研修（独自研修の開催、他機関が開催する研修への派遣）の有無につ

いては、「実施している」26 市町村となり、「実施していない」9 市町村である。

図 22 社会教育委員の研修の有無

オ 社会教育委員の研修の予算額

社会教育委員の研修予算額（研修会開催経費、参加旅費など）は次の通りである。

予算なしは 15 市町村、「1～50,000 円」が 14 市町村で、合わせて８割を超えている。

図 23 社会教育委員の研修費の予算額
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カ 社会教育委員一人当たりの研修費

社会教育委員一人当たりの研修費を見ると、研修費なしが 15 市町村、「1～5,000 円」

は 16 市町村で、合わせて９割近い。

図 24 社会教育委員一人当たりの研修費

キ 社会教育委員の研修への参加状況

（ア）市町村が社会教育委員を派遣した研修の数

市町村が社会教育委員を派遣した研修の数は、派遣なしが９市町村、「１回」が 11

市町村、「２回」が 10 市町村である。

図 25 市町村が社会教育委員を派遣した研修の数

9

11

10

4

1

0 2 4 6 8 10 12

0

１

２

３

４

15

16

3

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

0

～5,000

～10,000

10,001～

(N=35)

(N=35)
市町村数

市町村数

（市町村）

（市町村）

（円）

（回）



22

（イ）社会教育委員に研修を周知する際の対象

研修を周知する際に、社会教育委員全体にしているか、一部の代表のみとしてい

るかについては、「委員全体」が 38 件で、約８割の研修において委員全体に周知し

ている。

図 26 社会教育委員に研修を周知する際の対象

（ウ）社会教育委員一人当たりの研修への参加回数

社会教育委員一人当たりの研修への参加回数は、参加なしが９市町村あり、「0.1

～１回」は 23 市町村である。

図 27 社会教育委員一人当たりの研修への参加回数
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ク 社会教育委員の研修の機会に対する担当職員の評価

社会教育委員の研修の機会に対する担当職員の評価は、「現状の程度でよい」が 22

市町村と６割強を占め、「削減した方がよい」は１市町村と少ない。

図 28 社会教育委員の研修の機会に対する担当職員の評価

それぞれの回答を選んだ理由について、自由記述で回答したものを次の表の通り

に整理した。

分 類 理 由

拡充した方がよい

・研修の回数が少ないため(3)

・資質や能力の向上が図られる(3)

・専門的な知識が求められる

・建設的な意見を交換するため(2)

・広い視野と新しい視点で課題解決につなげる事業を実施

するため

・社会教育の役割が大きくなるから

現状の程度でよい

・各委員が多忙で参加は困難(9)

・回数は現状維持で内容の充実を望む(6)

・予算確保が難しい(2)

・特に問題が見あたらない

・参加が増えるとは思えない

・参加については今後の検討事項

・参加しやすい条件を整えることが必要

削減した方がよい
・参加している委員が比較的固定しているので影響が少な

い

12 22
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拡充した方がよい 現状の程度でよい 削減した方がよい(N=35)
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ケ 担当職員が優先度の高いと考える社会教育委員の研修内容

市町村の担当職員が、優先度が高いと考える社会教育委員の研修内容は、「社会教育

委員の役割について」が 18 市町村と多く、「現代的な課題や地域課題について」15 市

町村、「社会教育・生涯学習に関する基本的な内容について」12 市町村、「社会教育と

地域づくり・まちづくりの関係について」11 市町村と続いている。内容は多岐にわた

っているが、「社会教育委員の役割について」「社会教育・生涯学習に関する基本的な

内容について」を合わせると 30 市町村となり、社会教育に関する基本的な内容の割

合が高い。

図 29 担当職員が優先度が高いと考える社会教育委員の研修内容
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５ 県内市町村の公民館運営審議会委員の研修に関する調査結果

本調査は、平成 21 年度における公民館運営審議会委員の研修に関して、公民館運営審議

会を対象としてアンケート調査を行い、回答を分析したものである。

（１）調査実施の概要

ア 調査対象

県内市町村の公民館運営審議会委員

イ 回答者

県内市町村の公民館運営審議会が設置されている公民館の担当職員

ウ 調査期間

平成 21 年 11 月

エ 回収率

公民館運営審議会 100.0％（73／73 審議会）

（２）調査結果と分析

ア 公民館運営審議会の年間開催数

公民館運営審議会の年会開催数は、59 審議会が「２回」と、約８割を占めている。

図 30 公民館運営審議会の年間開催数

イ 公民館長から公民館運営審議会への諮問事項

公民館長が公民館運営審議会に諮問しているのは４審議会にとどまっており、審議

会数からするとかなり少ない。

・施設について
・管理運営に関すること（2）
・事業について
・年間事業計画について（2）
・地区センター事業について（1）
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ウ 公民館運営審議会委員の研修実施の有無

公民館運営審議会委員の研修（独自研修の開催、他機関が開催する研修への派遣）

の実施については、「実施している」が 41 審議会、「実施していない」は 32 審議会と

なっている。

図 31 公民館運営審議会委員の研修実施の有無

エ 公民館運営審議会委員の研修費の予算額について

公民館運営審議会委員の研修費（研修会開催経費、参加旅費など）を予算額は、次

の通りである。予算なしが 28 審議会、「1～50,000 円」は 13 審議会で、合わせて９割

を超えている。また、市町村教育委員会で一括して予算化しているところも 30 審議会

に上っている。

図 32 公民館運営審議会委員の研修費の予算額
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オ 公民館運営審議会委員一人当たりの研修費について

公民館運営審議会委員一人当たりの研修費を見ると、予算なしが 28 審議会で、「1

～5,000 円」は 13 審議会で、合わせて９割を超えている。一人当たりで見ても研修費

は少ない。

図 33 公民館運営審議会委員一人当たりの研修費

カ 公民館運営審議会委員の研修への派遣について

（ア）公民館運営審議会委員を派遣した研修の数

公民館運営審議会委員を派遣した研修の数は、派遣なしが 32 審議会で、約４割強

の審議会で研修に参加していない状況にある。

図 34 公民館運営審議会委員を派遣した研修の数
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（イ）公民館運営審議会委員に研修を周知する際の対象

研修を周知する際に、公民館運営審議会委員全体にしているか、一部の代表のみと

しているかについては、「委員全体」が 31 件と、約４分の３の研修において委員全

体に周知している。

図 35 公民館運営審議会委員に研修を周知する際の対象

（ウ）公民館運営審議会委員一人当たりの研修への参加回数

公民館運営審議会委員一人当たりの研修への参加回数は、「０回」と回答した審議

会が 32 審議会で、１年間で１回も研修を受けない公民館運営審議会委員が４割強も

いることがわかる。「0.1～1 回」が 36 審議会と多く、「1.1～2.0 回」は５審議会と

少ない。

図 36 公民館運営審議会委員一人当たりの研修へ参加回数
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キ 公民館運営審議会委員の研修機会に対する担当職員の評価について

公民館運営審議会委員の研修機会に対する担当職員の評価は、「現状の程度でよい」

が 51 審議会と約７割になり、「拡充した方がよい」も 19 審議会あった。「削減した方

がよい」は３審議会にとどまっている。

図 37 公民館運営審議会委員の研修機会に対する担当職員の評価

それぞれの回答を選んだ理由について、自由記述で回答したものを次の通りに整理

した。

分 類 理 由

「拡充した方

がよい」

・委員の能力、資質の向上が図られる(6)

・諮問に答申できるようにするため

・初任委員が職務内容を把握するため

・活動を知るよい機会

・事業改善のため

・地域に根ざした事業推進をするため

・外部評価充実のポイントとなるため

・参加を促すため、現在実施していないため、社会教育の環境変化

「現状の程度

でよい」

・各委員が仕事や役職兼務で多忙で参加は困難(16)

・回数は現状維持で内容の充実を望む(14)

・参加していないが必要性はある(5)

・公民館の果たす役割が変化してきているため

・多くの提言をいただきたいため

・参加者が少ないから(3)

・人員削減、兼務で企画は困難

・職員の負担が大きい

・経験豊富な委員を選任している

・形だけの委員になっている

・予算の確保が難しい

・他に優先すべきものがある

・将来的に検討する必要がある

「削減した方

がよい」

・審議が形骸化している

・地区センターの機能が拡充されているから

・合併後間もないので市の研修でよい

19 51 3
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ク 担当職員が優先度が高いと考える公民館運営審議会委員の研修内容

担当職員が優先度が高いと考える公民館運営審議会委員の研修内容は、「公民館活動

と地域づくり・まちづくりの関係について」51 審議会、「公民館運営審議会委員の役割

について」40 審議会、「現代的な課題や地域課題について」39 審議会、「社会教育・生

涯学習に対する基本的な内容について」26 審議会と続いている。地域課題やまちづく

りに関わるもの等、社会教育に関する基本的な知識に関わるものの比率が高い。

図 38 担当職員が優先度の高いと考える公民館運営審議会委員の研修内容
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６ 調査のまとめ

（１）社会教育関係職員の研修の状況

ア 研修費について

・研修費を予算化している市町村は約９割で、ほとんどの市町村で研修を行っている。

研修費を予算化している市町村の職員一人当たりの研修費は、平均で 5,648 円とな

る。

イ 独自の研修について

・独自の研修を実施している市町村は２割程度であり、県や関係団体が実施する研修

に依存している傾向がある。

ウ 研修の機会について

・職員を派遣した研修の数を見ると、年間７件以上の市町村が多いが、「１～３件」の

市町村もあり、ばらつきが見られる。

・職員一人当たりの研修への派遣（参加）回数は、事務局等職員は平均 1.2 回、公民

館等職員は平均 1.0 回で、公民館等職員の方が若干少ない状況である。職員全体で

は平均 1.1 回となっている。

・ 研修の回数を現状の程度でよいと考える市町村と、不十分であり研修機会を拡充し

たいと考える市町村では、拡充したいと考える市町村が若干多い。

・研修担当者が１年間に必要と考える職員一人当たりの研修回数は、「１～３回」が最

も多く７割を超えている。

エ 研修の内容について

・現在の研修の内容については、おおむね必要な内容が行われていると担当者は評価

している。

・今後、優先度が高いと考える研修内容としては、「社会教育事業の企画・運営のあり

方」、「社会教育と地域づくり・まちづくりの関係」、「社会教育と学校教育、家庭教

育との連携のあり方」となっている。

オ 研修を進めるうえで障害となるもの

・研修を進めるうえで障害となるものとして「日常の業務が多忙であること」、「研修

会場が遠くて参加しにくいこと」、「参加者の業務を代わって務める職員がいないこ

と」、「研修に対する予算が少ないこと」等が挙げられている。

カ 研修が現在より縮減された場合の影響

・研修が現在よりも縮減された場合の影響として「事業のマンネリ化」、「職員の専門

性、資質の低下」「知識、実践手法を学ぶ場の不足」等が挙げられており、ほとんど

の市町村で社会教育行政の質的な低下を懸念している。

キ 研修のあり方についての要望等

・研修のあり方についての意見としては、「身近なところで研修を実施してもらいた

い」や「多くの職員が参加しやすい配慮を望む」等の要望が多い。
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（２）社会教育委員の研修の状況

ア 社会教育委員の職務について

・社会教育委員の会議の年間開催数は、21 市町村が２回、次いで９市町村が３回とな

っており、年間事業計画の検討や実施状況の確認等が会議の中心的内容と考えられ

る。

・社会教育委員に対し、会議への出席以外に何らかの役割や業務を依頼している市町

村は３割以下である。

イ 研修費について

・社会教育委員の研修費を予算化している市町村は約６割で、その平均額は委員一人

当たり 3,613 円となっている。

ウ 研修の回数について

・社会教育委員を何らかの研修に派遣している市町村は、26 市町村で、派遣した研修

の数は平均 1.8 件である。また、研修に派遣しようとする際には、ほとんどの場合、

全委員に対して案内している。

・社会教育委員一人当たりの研修への参加回数は平均 0.4 回である。

・社会教育委員の研修の回数についての担当者の評価は、「現状の程度がよい」が約６

割、「拡充した方がよい」が約３割となっている。

・「現状の程度がよい」の理由としては、各委員が仕事等で多忙である、回数より内容

の充実を望む等であり、また、「拡充した方がよい」の理由としては、研修の回数が

少ない、資質や能力の向上が図られる等が挙げられている。

エ 研修の内容について

・研修を担当する市町村の職員が優先度が高いと考える研修内容としては、「社会教育

委員の役割」、「現代的な課題や地域課題」、「社会教育・生涯学習に関する基本的な

内容」、「社会教育と地域づくり・まちづくりの関係」等が挙げられており、社会教

育・生涯学習の推進にあたっての基本的な事項や地域課題の解決、まちづくり等に

関する内容となっている。

（３）公民館運営審議会委員の研修の状況

ア 公民館運営審議会委員の職務について

・公民館運営審議会の年間開催回数は、約８割の審議会が２回、次いで１割強が１回

となっている。

・公民館運営審議会に対して公民館長が何らかの諮問を行っている審議会は４審議会

である。

イ 研修費について

・公民館運営審議会委員の研修費を予算化している審議会は、約３割強で、その平均

額は委員一人当たり 813 円となっている。

ウ 研修の機会について

・公民館運営審議会委員を何らかの研修に派遣している審議会は、41 審議会で、派遣

した研修の数は平均 1.5 件である。また、研修に派遣しようとする際には、ほとん

どの場合、全委員に対して案内している。
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・研修を派遣している審議会の公民館運営審議会委員一人当たりの研修への参加回数

は、平均 0.4 回である。

・研修の回数ついての担当者の評価は、「現状の程度がよい」が 70％、「拡充した方が

よい」が 26％となっている。

・「現状の程度がよい」の理由としては、各委員が仕事等で多忙である、回数より内容

の充実を望む等であり、「拡充した方がよい」の理由としては、資質や能力の向上が

図られる等が挙げられている。

エ 研修内容について

・研修を担当する市町村の職員が優先度が高いと考える研修内容として、「公民館活動

と地域づくり・まちづくりの関係」、「公民館運営審議会委員の役割」、「現代的な課

題や地域課題」、「社会教育・生涯学習に対する基本的な内容」等が挙げられており、

社会教育・生涯学習の推進にあたっての基本的な事項や地域課題の解決、まちづく

り等に関する内容となっている。
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７ 調査結果の考察

（１） 社会教育関係職員を対象とする研修のあり方について

ア 研修の必要性と職員の意識

・市町村教育委員会社会教育主管部署の職員研修担当者は、現在より職員研修が縮減

された場合、職員の専門性や資質が低下し、その結果、社会教育事業全体の質的な

低下を招くことを心配しており、研修の必要性については理解していると考えられ

る。

・今後、職員研修の充実が必要だと考えている職員が半数程度いる一方、様々な制約

から現状程度が適当であるとする職員も多く、研修を拡充するにあたっては各市町

村の諸事情に対する配慮等も必要と考える。

・しかしながら、社会教育行政には住民個々の学習要求に応える学習機会の提供の他、

地域の教育力の再生など、社会から要請されている新たな役割も増えていることか

ら、職員が研修等により獲得すべき知識や能力が増大している。それゆえに研修の

質的・量的な拡充が必要と考えられる。

イ 職員を対象とする研修の機会

・この１年間で、市町村が職員を研修に派遣している回数は、職員一人当たり平均 1.1

回であるのに対し、研修担当者が望ましいと考える研修回数は、「１～３回」という

回答が 74%、「４回以上」が 26%となっており、調査結果からは、望ましいと考える

回数に比べて、実態はやや少ない状況である。

・市町村合併以前、各教育事務所単位の地域ごとに市町村の社会教育連絡協議会が組

織されており、この協議会が主体となって関係職員を対象とする研修会や共同研究

が計画的に行われていた。それぞれの地域の実態に応じた研修部会やテーマによる

研修・研究が進められ、職員の資質や能力の向上が図られるとともに、職員間のネ

ットワークの構築など大きな役割を果たしてきた。残念ながら、市町村合併の際に、

ほとんどの地域で社会教育連絡協議会が解散され、研修・研究等も実施できなくな

っている。

・市町村が独自に実施していた職員対象の研修事業や各教育事務所単位に市町村との

共同事業として行われていた研修事業は、平成 20 年度は平成 16 年度の約３分の１

に大きく減少している。研修を受けたくても研修の機会がない、あるいは少ないと

いう現在のような状況が続くことは、本県の社会教育行政の推進にとっては好まし

いことではなく、市町村や県がそれぞれの責任において、職員を対象とする研修の

機会を確保すべきものと考える。

ウ 職員に必要な研修の内容

・アンケート調査では、社会教育の基本的事項についての内容や事業の企画・展開に

直結するような内容の研修を優先したいという傾向が見られた。こうした希望の背

景には、限られた研修の機会では最低限の基本的な内容を優先せざるを得ないこと

や、人事異動により入れ替わりの多い市町村職員をなるべく短期間で社会教育事業

を担当できるよう養成しなければならないという事情が働いているためと推測され

る。
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・前述のように社会教育行政に期待される役割などに対応するためには、職員の新た

な知識や能力の獲得が必要不可欠であり、今後もその分野・領域は広がるものと考

えられる。

・当センターでは、主催する研修講座のテーマを、その時々の政策的、現代的な課題

や市町村の要望等も考慮しながら変えてきている。しかし、受講者の役職、経験年

数のちがいや、地域の実態、課題等に応えうる研修講座を企画することは難しく、

研修すべき内容の整理と体系化された研修システムの整備が必要であることを感じ

ている。

エ 職員研修の実施や拡充を図る際のその他の課題

・アンケート調査等によると、市町村の社会教育関係職員は業務が多忙であり、希望

はあっても研修等に参加しにくいという結果が出ている。社会教育行政を主管する

部署や係が、平成になってからは生涯学習振興行政を併せて担当する市町村が多い

こと、行財政改革による職員の削減が進みつつある等の要因が推測できる。研修の

拡充にあたっては、こうした実態を考慮し、計画的で効率的な方策を検討しなけれ

ばならないと考える。

・各自治体の財政状況が厳しく、十分な研修予算の確保が困難であることは共通した

課題であろう。しかし、職員の資質や能力の向上なくしては、住民に対して質の高

いサービスの提供ができないという前提に立てば、社会教育関係職員を対象とする

研修は、重要な業務の一部と捉えることもできる。よって各自治体には研修に必要

な予算確保の努力が期待されるとともに、費用対効果の高い研修のシステム化や工

夫を検討する必要がある。

・当センターが研修を企画・運営する際に留意していることの一つは、センターから

遠い地域の市町村職員の負担軽減である。開始・終了時刻や開催日数、移動研修講

座の開設などの配慮を行ってはいるものの、それでもなお、県北・沿岸地域の市

町村から当センターの研修に参加される受講者の方々にとっては大きな負担を伴う

こととなる。県内どの地域にあっても、大きな負担がなく研修を受けられる仕組み

づくりを進めることも重要な検討課題である。

・社会教育主事や図書館司書等の社会教育行政の専門的職員の養成や配置が進まない

ことも課題の一つに挙げられる。専門的な助言・指導を行うべき専門的職員が配置

されない場合、職員研修の企画や運営等への支障、職員や組織の育成の遅れなどが

懸念され、その結果として業務の質的な低下に繋がりかねない。地方自治体の自立

と地方分権の推進を目指して行われた市町村合併の趣旨を踏まえ、各市町村が独自

に専門的職員の養成と配置に努めるべき時期と考える。
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（２）社会教育関係委員に対する研修機会の提供のあり方について

社会教育委員並びに公民館運営審議会委員の活動や研修の実態についてのアンケー

ト調査を実施し、全体的な傾向を把握することができた。内容や傾向が共通する部分

も多いことから、併せて考察することとする。

ア 社会教育関係委員の活動状況

・ほとんどの市町村において社会教育委員の会議、公民館運営審議会の開催回数は年

２回であり、年間事業計画や施設の運営計画に関する検討協議と成果や課題につい

ての評価が委員の中心的な活動と考えられる。

・数的には少ないものの、教育長・公民館長からの諮問事項についての検討や社会教

育事業への出席、関係団体や指導者に対する助言指導等の活動を行っている地域も

あり、委員の職務は今後ますます重要になるであろうと考えられる。

イ 社会教育関係委員に対する研修の状況

・社会教育関係委員の役割は、それぞれの専門分野に関する意見を述べるとともに、

地域住民の代表者としても意見を述べることにある。そうした役割をもつ委員に対

する研修は、協議を行う際のベースとなる基本的な情報の共有化を図ることを主な

目的として行われるものと考えることができる。

・調査の結果では、社会教育関係委員に対する研修の機会は行政が実施するものと社

会教育連絡協議会が主催するものを合わせても年に２～３回であり、委員の研修へ

の参加回数は平均すると 0.4 回以下という状況である。

・現在の研修状況に対して、研修機会の拡充は委員の負担増加に対する心配や予算確

保が難しいことなどの理由から、今後も現状程度が望ましいとする市町村が、「社会

教育委員」で６割、「公民館運営審議会委員」で７割となっており、研修の回数を増

やすことには慎重な判断をしている。

・難しい課題ではあるが、委員の負担をあまり増やすことなく、必要最低限の研修や

情報の共有化を図る方策についての検討は必要と考える。

ウ 社会教育関係委員に期待される研修の内容

・市町村の担当職員が委員に期待する研修の内容としては、「委員の役割や社会教育の

基本的な事項」、「地域の課題解決やまちづくりに関する事項」が多く、会議での協

議を深めるために全委員が理解しておいてほしい事項に関わる内容を担当者として

期待していると考えられる。

・また、社会教育はそれぞれの地域の課題に対応した施策を重点に取り組むことが一

般的であることから、必要な研修内容も地域によって異なると考えられ、それぞれ

の市町村や地域が判断し選択すべき部分も必要である

・ 今後は、住民と行政の協働によるまちづくりの展開が促進されることが予想され、

社会教育関係委員には住民と行政のパイプ役やコーディネーターの役割を期待され

ることもありうる。こうした人づくりやまちづくりの手法が開発されることにより、

その展開に必要な知識等の情報提供や習得が求められることも考えられる。
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８ 研修体系と研修の充実方策の構想

研究の初年度は、社会教育関係職員･委員に求められている役割等と研修の必要性について

整理するとともに、県内市町村の社会教育関係職員・委員の研修の状況についてアンケート調査

を実施し、研修の実態や研修担当者の意識、今後の課題等を明らかにした。二年次は、研修を充

実させるうえで参考となる事例を収集し、課題の解決に向けたアイディア等を提示するとともに、県

や市町村において研修を実施したり、職員や委員が研修に参加したりする際のガイドの役割を果

たす研修体系を作成したいと考えた。

そのために、以下の手順で二年次の研究を構想した。

Ⅰ 研修体系の作成

（１）社会教育関係職員・委員を対象とする研修（情報提供）内容の整理

社会教育関係職員・委員に求められる役割を基に、職員が理解しておくべき知識、

身につけておくことが望まれる技能、委員に提供すべき情報の内容などを整理して研

修項目一覧を作成する。さらに、各研修項目について、研修内容や研修方法の例をあ

げる。

（２）研修（情報提供）内容の対象・時期・頻度の整理

社会教育関係職員及び社会教育関係委員等を対象とする各研修項目について、研修

の対象者・時期・頻度について考察する。

（３）研修（情報提供）の実施主体の整理

市町村が実施する研修と県が実施する研修について、それぞれの意義や効果を考慮

し、市町村と県との役割分担のあり方について考察する。

(４) (１)～(３)の考察結果を集約し、研修体系一覧を作成する。

Ⅱ 研修の充実方策の提示

(１) 課題の解決に向けた参考事例の収集・整理

初年度の調査から明らかになった、職員の多忙化、研修予算の不足等による研修機

会の減少等の課題の解決に向け、県内外の先進事例やアイディア等を収集・整理する。

(２) 研修の充実方策についての検討

収集･整理した事例から、市町村や県等が研修計画等を作成する際に配慮あるいは検

討すべき事項等を考察し、研修の充実方策として提示する。
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９ 社会教育関係職員・委員を対象とする研修のあり方についての考察

（１）社会教育関係職員・委員を対象とする研修（情報提供）内容の整理

初年度は、社会教育関係職員・委員に求められる役割を整理した。それぞれの役割を

果たすために必要となる知識や技能については、当センターが平成 16 年度に行った「生

涯学習にかかわる専門的職員の養成に関する研究」において提案した『公民館職員に求

められる専門性の項目』、並びに北海道立生涯学習推進センターが平成 18 年度に行った

「社会教育主事の専門性に関する調査研究」で示した『社会教育主事の専門性 50 の行

動指標』を参考にして研修項目として整理した。

また、それぞれの研修項目に対して具体的な研修内容や研修方法の例を加えて研修内

容一覧（表２・表３）を作成した。

なお、研修内容は、社会における必要課題と住民等の要求課題のバランスを取りなが

ら組み込んでいくものであるため、絶えず変化していくものと考えられる。

図 39 研修体系と研修の充実方策の構想

研修体系

研修（情報提供）内容
の実施主体の一覧

一覧表

研修（情報提供）内容の
対象・時期・頻度の一覧社会教育関係

職員・委員を
対象とする研
修（情報提供）
内容の一覧

研修の
充実方策
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ア 社会教育関係職員を対象とする研修内容一覧

表２ 社会教育関係職員を対象とする研修内容一覧

1 社会教育関係職員としての心構え 職員としての姿勢や職務、仕事の進め方等 講話・講義

2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割等施策や事業の
最終的な目標

講義

3
社会教育の法令等（国、県、市町
村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の意味、経緯
等

講義

4 市町村の施策や事業 市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果や課題等 会議・OJT

5 国や県の施策や事業 国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題等 説明・講義

6 予算編成
予算編成の仕組み、長期的、総合的な視点、編成、執
行する際の工夫等

説明・OJT

7 IT機器の活用と情報管理
効率的な文書作成、情報収集と提供、プレゼンテー
ション作成、著作権、個人情報の管理等

講義・演習

8 コミュニケーション
接遇、相手に応じたコミュニケーション、自分の考え
を伝える、話し合いの進行や合意形成

講義・演習
情報交換

9 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査の作成、実
施、分析

講義・演習

講義・演習

11
参加型学習プログラムを企画・立
案・運営する力

参加型学習プログラムの企画・立案・運営、ファシリ
テーターとして必要な知識や技能

講義・演習

12 事業評価と改善について
事業の目標設定、評価のあり方、評価に基づいた改善
策の提案

講義・演習

13
社会教育計画の立案や地域づくり
について

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と留意事項、
地域づくりとの関連

講義・演習
事例研究

14 地域指導者養成研修の企画・運営
地域指導者養成研修の企画立案、プログラム内容、運
営スキル等

講義・演習

15 施設の効率的な経営
社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方法、課題や
解決策等

講義
事例研究

17 人的ネットワークの形成 情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把握等
情報交換
交流会

18 効果的な広報・周知
チラシや情報誌の作成、住民への周知の効果的な方法
等

講義・演習
事例研究

19 様々な事例等を情報収集
事業や施策等の先進事例の収集、整理、アイディアの
導入等

講義・演習
事例研究

20
地域の教育資源の発掘と人材育成
のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の収集と育
成、ボランティアの意義、知の循環型社会の理解と促
進

事例研究

21 学習活動の支援
学習活動における会場作り、様々な学習手法、プログ
ラム等へのアドバイス

OJT
事例研究

22
学社が連携・協力した組織的な教
育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、教育振興運
動含む）の理念、実践方法、成果や課題等

講義
事例研究

23 各時期の教育に関する知識・技能
乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人教育、高齢
者教育等

必要に応じ

24 各領域の教育に関する知識・技能
社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環境教育、人
権教育、まちづくり、国際理解、情報科学、文化財、
芸術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、図書館等

必要に応じ

25
その他、共通して必要となる知識
や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となるもの 必要に応じ

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

分
類

社会教育関係職員を対象とする研修内容

各部局や社会教育関係者の連絡調
整のあり方

課題やニーズの把握と学習プログ
ラムの企画・運営

職
務
に
応
じ
て
必

要
な
知
識
や
技
能

に
関
わ
る
研
修
項

目

10

16

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

課題やニーズの把握、具体的な学習プログラムの企
画・運営

OJT
事例研究

研修内容の例 研修方法の例No 研修項目

連携・協力のための利害の把握と交渉・調整

※ ＯＪＴ（On-the-Job-Training）・・・職場の上司や先輩が後輩に対して、具体的な仕事を
通じて、必要な知識・技術等を意図的、計画的、継続的に指導し修得させる研修方法。
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イ 社会教育関係委員を対象とする研修（情報提供）内容一覧

表３ 社会教育関係職員委員を対象とする研修（情報提供）内容一覧

1
社会教育関係委員としての心
構えや役割

社会教育関係委員としての姿勢や職務、仕事の進め方
等

2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割、施策や事業の
最終的な目標

3
社会教育の法令等（国、県、
市町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の意味、経緯
等

4 市町村の施策や事業 市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果や課題等

5 国や県の施策や事業 国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題等

6 コミュニケーション
住民の代表としてコーディネーター的な役割を果たす
際に必要なスキル等

7 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査の作成、実
施、分析

11 人的ネットワークの形成 情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把握等

12 効果的な広報・周知 住民への周知の効果的な方法等

14
地域の教育資源の発掘と人材
育成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の収集と育
成、ボランティアの意義、知の循環型社会の理解と促
進等

15
学社が連携・協力した組織的
な教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、教育振興運
動含む）の理念、実践方法、成果や課題等

16
各時期の教育に関する知識・
技能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人教育、高齢
者教育等

17
各領域の教育に関する知識・
技能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環境教育、人
権教育、まちづくり、国際理解、情報科学、文化財、
芸術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、図書館等

18
その他、共通して必要となる
知識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となるもの

社会教育関係委員を対象とする研修（情報提供）内容

研修項目
分
類

研修（情報提供）内容の例

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
項
項
目

様々な事例等を情報収集

事業評価と改善について

施設の効率的な経営

事業の目標設定、評価のあり方、評価に基づいた改善
策の提案等

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と留意事項、
地域づくりとの関連

社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方法、課題や
解決策等

施策や事業等の先進事例の収集、整理、アイディアの
導入等

社会教育計画の立案や地域づ
くりについて

9

13

10

職
務
に
応
じ
て
必
要
な

知
識
や
技
能
に
関
わ
る

研
修
項
目

No

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に

関
わ
る
研
修
項
目

8
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(２) 研修（情報提供）内容の対象者・時期・頻度の整理

社会教育関係職員及び委員に対する研修や情報提供の計画を作成する際の参考資料と

して活用できるよう研修項目毎に、対象者、時期、頻度を整理し一覧にしたものが表４・

表５である。

ア 表４・表５の各項目について

（ア）対象とする職員と委員

研修（情報提供）の対象とする職員と委員等は、以下のように設定した。

・社会教育主事等

社会教育主事（補）の他、社会教育計画の作成や社会教育事業を担当する職

員等を含む

・公民館主事等

公民館主事の他、事業の企画・実施に携わる職員等を含む

・社会教育委員

社会教育委員の他、社会教育に関する諸計画の立案や事業についての審議、調

査研究等の役割を担う委員会等の委員を含む

・公民館運営審議会委員

公民館運営審議会委員の他、社会教育施設の運営について審議する委員を含む

なお、研修の必要性が特に高い項目には◎を、研修することが望ましいと考え

られる項目には○で表記している。

（イ）研修（情報提供）の時期

受講が望ましい時期として、｢新任時｣又は「必要に応じ」という表記で示した。

・新任時

職員が初任の年度。職務を遂行するために不可欠な基本的な知識や技能等の

項目が該当する。

・必要に応じ

職員の職務内容や組織の要請から適切な研修の時期が異なる項目が該当する。

（ウ）研修（情報提供）の頻度

望ましい研修（情報提供）の頻度については、以下のような表記で示した。

・新任時に１回

職員や委員の初任の年度に１回受講

・１年に１回以上

一在任期間に毎年必ず受講

・２～３年に１回

一在任期間に少なくとも１回受講

・必要に応じ

それぞれの職務内容や組織に応じて受講
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イ 研修内容の対象職員・時期・頻度一覧表（社会教育関係職員）

表４ 研修内容の対象職員・時期・頻度一覧表（社会教育関係職員）

社会教
育主事
等

公民館
主事等

1
社会教育関係職員としての心
構え

職員としての姿勢や職務、仕事の進め方等 ◎ ◎ 新任時 新任時１回

2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割等施策
や事業の最終的な目標

◎ ◎ 新任時 2～3年に1回

3
社会教育の法令等（国、県、
市町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の意
味、経緯等

◎ ◎ 新任時 必要に応じ

4 市町村の施策や事業
市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果や
課題等

◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

5 国や県の施策や事業 国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題等 ◎ ◎ 新任時 2～3年に1回

6 予算編成
予算編成の仕組み、長期的、総合的な視点、
編成、執行する際の工夫等

◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

7 IT機器の活用と情報管理
効率良い文書作成、情報収集と提供、プレゼ
ンテーション作成、著作権、個人情報の管理
等

○ ○
必要に応

じ
必要に応じ

8 コミュニケーション
接遇、相手に応じたコミュニケーション、自
分の考えを伝える、話し合いの進行や合意形
成

◎ ◎ 新任時 必要に応じ

9 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査の
作成、実施、分析

○ ○
必要に応

じ
必要に応じ

11
参加型学習プログラムを企
画・立案・運営する力

参加型学習プログラムの企画・立案・運営、
ファシリテーターとして必要な知識や技能

○ ○
必要に応

じ
必要に応じ

12 事業評価と改善について
事業の目標設定、評価のあり方、評価に基づ
いた改善策の提案

◎ ◎
必要に応

じ
2～3年に1回

13
社会教育計画の立案や地域づ
くりについて

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と留
意事項、地域づくりとの関連

◎ ○
必要に応

じ
2～3年に1回

14
地域指導者養成研修の企画・
運営

地域指導者養成研修の企画立案、プログラム
内容、運営スキル等

○
必要に応

じ
必要に応じ

15 施設の効率的な経営
社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方
法、課題や解決策等

◎ ○
必要に応

じ
2～3年に1回

17 人的ネットワークの形成
情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把握
等

◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

18 効果的な広報・周知
チラシや情報誌の作成、住民への周知の効果
的な方法等

◎ ◎ 新任時 2～3年に1回

19 様々な事例等を情報収集
事業や施策等の先進事例の収集、整理、アイ
ディアの導入等

○ ○
必要に応

じ
2～3年に1回

20
地域の教育資源の発掘と人材
育成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の収
集と育成、ボランティアの意義、知の循環型
社会の理解と促進

○ ○
必要に応

じ
2～3年に1回

21 学習活動の支援
学習活動における会場作り、様々な学習手
法、プログラム等へのアドバイス

○ ○
必要に応

じ
2～3年に1回

22
学社が連携・協力した組織的
な教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、教
育振興運動含む）の理念、実践方法、成果や
課題等

◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

23
各時期の教育に関する知識・
技能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人教
育、高齢者教育等

○ ○
必要に応

じ
必要に応じ

24
各領域の教育に関する知識・
技能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環境
教育、人権教育、まちづくり、国際理解、情
報科学、文化財、芸術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、図書
館等

○ ○
必要に応

じ
必要に応じ

25
その他、共通して必要となる
知識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となるも
の

○ ○
必要に応

じ
必要に応じ

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

分
類

社会教育関係職員を対象とする研修内容

各部局や社会教育関係者の連
絡調整のあり方

課題やニーズの把握と学習プ
ログラムの企画・運営

職
務
に
応
じ
て
必
要

な
知
識
や
技
能
に
関

わ
る
研
修
項
目

10

16

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

○ ○

課題やニーズの把握、具体的な学習プログラ
ムの企画・運営

必要に応
じ

新任時◎ ◎

研修の対象・時期・頻度

対象とする職員

１年に１回
以上

研修
時期

研修頻度研修内容の例No 研修項目

※研修の必要性が特に高い項目は◎
研修することが望ましい項目は○

随時連携・協力のための利害の把握と交渉・調整
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ウ 研修内容の対象委員・時期・頻度一覧表（社会教育関係委員）

表５ 研修内容の対象委員・時期・頻度一覧表（社会教育関係委員）

研修（情報提供）の内容ついて

社会教
育委員

公民館運
営審議会
委員

1
社会教育関係委員としての
心構え

社会教育関係委員としての姿勢や職務、仕事の進
め方等

◎ ◎ 新任時
新任時に
１回

2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割、施策や事
業の最終的な目標

◎ ◎ 新任時
2～3年に

1回

3
社会教育の法令等（国、
県、市町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の意味、
経緯等

◎ ◎ 新任時
必要に応

じ

4 市町村の施策や事業
市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果や課題
等

◎ ◎ 新任時 毎年

5 国や県の施策や事業 国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題等 ◎ ◎ 新任時
2～3年に

1回

6 コミュニケーション
住民の代表としてコーディネーター的な役割を果
たす際に必要なスキル等

○
必要に応

じ
必要に応

じ

7 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズの把握、課題を把握する調査
の作成、実施、分析

○
必要に応

じ
必要に応

じ

11 人的ネットワークの形成 情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把握等 ○
必要に応

じ
必要に応

じ

12 効果的な広報・周知 住民への周知の効果的な方法等 ○
必要に応

じ
必要に応

じ

14
地域の教育資源の発掘と人
材育成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の収集と
育成、ボランティアの意義、知の循環型社会の理
解と促進等

○
必要に応

じ
必要に応

じ

15
学社が連携・協力した組織
的な教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、教育振
興運動含む）の理念、実践方法、成果や課題等

◎ ○ ～2年
2～3年に

1回

16
各時期の教育に関する知
識・技能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人教育、
高齢者教育等

○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

17
各領域の教育に関する知
識・技能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環境教
育、人権教育、まちづくり、国際理解、情報科
学、文化財、芸術文化、ﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱ、図書館等

○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

18
その他、共通して必要とな
る知識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となるもの ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

～2年
2～3年に

1回

職
務
に
応
じ
て
必
要
な

知
識
や
技
能

社会教育計画の立案や地域
づくりについて

9

○ ～2年
2～3年に

1回

13 ○
必要に応

じ
必要に応

じ

10

○

◎

専
門
的
な
知
識
や
技
能

様々 な事例等を情報収集

事業評価と改善について

施設の効率的な経営

事業の目標設定、評価のあり方、評価に基づいた
改善策の提案等

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と留意事
項、地域づくりとの関連

社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方法、課
題や解決策等

施策や事業等の先進事例の収集、整理、アイディ
アの導入等

社会教育関係委員に情報提供
する必要のある項目

基
本
的
な
知
識
や
技
能

8

No 項目
分
類

内容の例

研修（情報提供）の対象・時期・頻度

◎

◎

対象とする委員

時期 頻度

○ ～2年
2～3年に

1回

◎



44

（３）研修の実施主体についての検討と役割分担

より効率的な研修体系とするためには、市町村と県が役割分担することも重要と考える。

そこで、市町村、県それぞれにおいて研修を実施する際の意義や利点を考慮しながら、担当

すべき研修項目を選別し、体系表の中に組み入れることとした。

ア 市町村が実施する研修

(ア) 意義や利点

・市町村の社会教育関係職員及び委員の任命権者である市町村は、研修の実施主体

として社会教育法に規定されており、研修を実施する義務を有している。

・社会教育関係職員及び委員にとって最も身近な研修場所であり、経費や時間的な

面でも参加が容易である。

・地域住民のニーズ、地域の課題に対応し、また、市町村の独自の行政システムや

まちづくりの推進施策に即して、研修プログラムを作成することが可能であり、

十分な効果が期待できる。

(イ) 研修内容

・社会教育、生涯学習の基本的な知識や技能に関わる研修

・市町村独自の事業や組織に関わる研修

・施策や事業の企画や評価に関わる研修

・住民や職員間のコミュニケーション、情報交流に関わる研修

・学社連携の推進に関わる研修

・国や県の事業を理解し実施するために必要な研修

・情報収集、情報提供に関わる研修

イ 県が実施する研修

県は、市町村では実施が難しく、広域で実施した方が効率的であると考えられる専

門的な研修や領域別の研修、経験年数別の実務的な研修等を実施することが望ましい

と考えられる。各教育事務所が管内を対象として実施する研修と、全県を対象とする

推進センターや本庁が実施する研修では、意義やメリットに差異があることから、教

育事務所と推進センター・本庁の研修とを区別して整理する。

(ア) 教育事務所が実施する研修

① 意義や利点

・管内の市町村において同一の業務や分野を担当する職員を対象とする研修を適

切な人数で実施できる。

・文化圏、生活圏がある程度共通な地域であることから、地域性や地域課題を共

有する職員を対象とする研修を実施することができる。

・ 教育事務所と市町村の連携による研修や共同研究等への事業発展が期待できる。

・近隣市町村職員の人的なネットワークの形成が期待できる。

② 研修内容

・基本的な内容の研修ではあるが、個々の市町村では対象者が少ないため、広域

で実施した方が効率的であると判断される研修
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・専門的な内容であるため、県内外の専門性の高い講師の招聘により、多くの職

員や委員の参加が見込まれる研修

・受講者の相互の学び合い、実践的な研修内容が含まれる研修

・県や国が推進する事業で、地区毎の研修が設定されている研修

(イ) 生涯学習推進センター、本庁が実施する研修

① 意義や利点

・県全体の社会教育行政の質の維持・向上を図るためには、県及び市町村の関係

職員等に対する研修を県が実施すべきものであること。

・市町村において社会教育行政の全般あるいは特定の分野における指導的立場に

ある職員の養成や資質の向上を図ること

・専門的で重要性が高いが、効率の面で他では実施されにくい研修を実施できる。

・県内全域の職員等が一堂に会することから、県全体での方向性の確認、共通認

識の促進、情報交換の機会となる。

② 研修内容

・経験年数別の社会教育関係職員等が、職務を遂行する上で必要となる基本的、

実務的な内容を体系的、集中的に効率よく提供する研修

・専門性、重要性が高いものの、対象となる職員が限られる研修

・国や県の事業の実施について、県全域などで共通理解を深めることが望まれる

研修

なお、研修の実施主体となることが強く望まれる場合には◎を、研修の実施主体と

なることが望ましい場合には○を付して示している。
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表６ 研修内容の実施主体一覧表（社会教育関係職員）

教育事
務所等

本庁や生
涯学習推
進セン
ター

1
社会教育関係職員としての心構
え

職員としての姿勢や職務、仕事の進め方等 ◎ ◎ ○

2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割等施策や事
業の最終的な目標

○ ◎

3
社会教育の法令等（国、県、市
町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の意味、
経緯等

○ ○ ◎

4 市町村の施策や事業
市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果や課題
等

◎ ○

5 国や県の施策や事業 国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題等 ○ ◎

6 予算編成
予算編成の仕組み、長期的、総合的な視点、編
成、執行する際の工夫等

◎

7 IT機器の活用と情報管理
効率良い文書作成、情報収集と提供、プレゼン
テーション作成、著作権、個人情報の管理等

○ ○ ◎

8 コミュニケーション
接遇、相手に応じたコミュニケーション、自分の
考えを伝える、話し合いの進行や合意形成

○ ◎ ○

9 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査の作
成、実施、分析

○ ◎

11
参加型学習プログラムを企画・
立案・運営する力

参加型学習プログラムの企画・立案・運営、ファ
シリテーターとして必要な知識や技能

◎ ◎

12 事業評価と改善について
事業の目標設定、評価のあり方、評価に基づいた
改善策の提案

○ ○ ◎

13
社会教育計画の立案や地域づく
りについて

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と留意事
項、地域づくりとの関連

○ ◎

14
地域指導者養成研修の企画・運
営

地域指導者養成研修の企画立案、プログラム内
容、運営スキル等

◎

15 施設の効率的な経営
社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方法、課
題や解決策等

◎ ○

17 人的ネットワークの形成 情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把握等 ◎ ◎

18 効果的な広報・周知
チラシや情報誌の作成、住民への周知の効果的な
方法等

○ ◎

19 様々な事例等を情報収集
事業や施策等の先進事例の収集、整理、アイディ
アの導入等

○ ◎

20
地域の教育資源の発掘と人材育
成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の収集と
育成、ボランティアの意義、知の循環型社会の理
解と促進

◎

21 学習活動の支援
学習活動における会場作り、様々な学習手法、プ
ログラム等へのアドバイス

○ ◎ ◎

22
学社が連携・協力した組織的な
教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、教育振
興運動含む）の理念、実践方法、成果や課題等

○ ○

23
各時期の教育に関する知識・技
能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人教育、
高齢者教育等

○ ○ ○

24
各領域の教育に関する知識・技
能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環境教
育、人権教育、まちづくり、国際理解、情報科
学、文化財、芸術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、図書館等

○ ○ ○

25
その他、共通して必要となる知
識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となるもの ○ ○ ○

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

分
類

社会教育関係職員を対象とする研修内容

各部局や社会教育関係者の連絡
調整のあり方

課題やニーズの把握と学習プロ
グラムの企画・運営

職
務
に
応
じ
て
必

要
な
知
識
や
技
能

に
関
わ
る
研
修
項

目

10

16

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

課題やニーズの把握、具体的な学習プログラムの
企画・運営

○ ◎ ◎

◎ ○

研修の実施主体

市町村
地区社会
教育連絡
協議会等

県

研修内容の例No 研修項目

※研修の実施主体として強く望まれる ◎
研修の実施主体となることが望ましい ○

連携・協力のための利害の把握と交渉・調整
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表７ 研修内容の実施主体一覧表（社会教育関係委員）

1
社会教育関係委員としての心
構えや役割

社会教育関係委員としての姿勢や職
務、仕事の進め方等

◎ ○

2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役
割、施策や事業の最終的な目標

○ ○

3
社会教育の法令等（国、県、
市町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の
意味、経緯等

○ ○

4 市町村の施策や事業
市町村の施策や事業のねらい、経緯、
成果や課題等

◎ ○

5 国や県の施策や事業
国や県の事業のねらい、経緯、成果や
課題等

○

6 コミュニケーション
住民の代表としてコーディネーター的
な役割を果たす際に必要なスキル等

○ ○

7 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査
の作成、実施、分析

○

11 人的ネットワークの形成
情報交換、人脈の形成、キーパーソン
の把握等

○ ○

12 効果的な広報・周知 住民への周知の効果的な方法等 ○ ○

14
地域の教育資源の発掘と人材
育成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情
報の収集と育成、ボランティアの意
義、知の循環型社会の理解と促進等

○ ○ ○

15
学社が連携・協力した組織的
な教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事
業、教育振興運動含む）の理念、実践
方法、成果や課題等

○ ○ ○

16
各時期の教育に関する知識・
技能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、
成人教育、高齢者教育等

○ ○ ○

17
各領域の教育に関する知識・
技能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教
育、環境教育、人権教育、まちづく
り、国際理解、情報科学、文化財、芸
術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、図書館等

○ ○ ○

18
その他、共通して必要となる
知識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要と
なるもの

○ ○ ○

職
務
に
応
じ
て
必
要
な
知

識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修

項
目

No

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に

関
わ
る
研
修
項
目

8

9

○

○

13 ○

10

○

○

○

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

様々な事例等を情報収集

事業評価と改善について

施設の効率的な経営

事業の目標設定、評価のあり方、評価
に基づいた改善策の提案等

中長期的、組織的、総合的な計画の立
案と留意事項、地域づくりとの関連

社会教育・生涯学習施設の効率的な運
営方法、課題や解決策等

施策や事業等の先進事例の収集、整
理、アイディアの導入等

社会教育計画の立案や地域づ
くりについて

社会教育関係委員を対象とする研修（情報提供）内容

研修項目
分
類

研修（情報提供）内容の例

研修（情報提供）
を実施する主体

教育事務
所等

本庁や生
涯学習推
進セン
ター

市町村
地区社会
教育連絡
協議会等

※研修の実施主体として強く望まれる ◎
研修の実施主体となることが望ましい ○

○ ○
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（１）の研修内容一覧（表２・表３）、（２）の研修（情報提供）内容の実施主体一覧表（表

４・表５）、研修（情報提供）内容の対象・時期・頻度一覧（表６・表７）を統合して、研

修体系（試案）（表８・表９）とする。社会教育関係職員や委員の養成や資質の向上を図る

ための研修が効率よく提供されるためのガイドとして本研修体系の活用を期待するもので

ある。

なお、研修体系表の中に、研修機会のチェックに役立つ「研修機会の簡易チェック欄」

を設けた。研修の各実施主体、研修対象である職員や委員が、研修機会が十分であるか体

系表と照らし合わせてチェックし、計画的、体系的な研修の受講に役立てるよう望んでい

る。



表８

公民館主事

社会教育
法

中央教育審議会答申
（Ｈ20）

公民館のあるべき姿と
今日的指標

教育事
務所等

本庁や生
涯学習推
進セン
ター

社会教育
主事等

公民館主
事等

→ 1
社会教育関係職員としての心
構え

職員としての姿勢や職務、仕事の進め方等 講話・講義 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 新任時 新任時１回

→ 2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割等施
策や事業の最終的な目標

講義 ○ ◎ ◎ ◎ 新任時 2～3年に1回

→ 3
社会教育の法令等（国、県、
市町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の
意味、経緯等

講義 ○ ○ ◎ ◎ ◎ 新任時 必要に応じ

→ 4 市町村の施策や事業
市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果
や課題等

会議・OJT ◎ ○ ◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

→ 5 国や県の施策や事業
国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題
等

説明・講義 ○ ◎ ◎ ◎ 新任時 2～3年に1回

→ 6 予算編成
予算編成の仕組み、長期的、総合的な視
点、編成、執行する際の工夫等

説明・OJT ◎ ◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

→ 7 IT機器の活用と情報管理
効率的な文書作成、情報収集と提供、プレ
ゼンテーション作成、著作権、個人情報の
管理等

講義・演習 ○ ○ ◎ ○ ○
必要に
応じ

必要に応じ

→ 8 コミュニケーション
接遇、相手に応じたコミュニケーション、
自分の考えを伝える、話し合いの進行や合
意形成

講義・演習
情報交換

○ ◎ ○ ◎ ◎ 新任時 必要に応じ

→ 9 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査
の作成、実施、分析

講義・演習 ○ ◎ ○ ○
必要に
応じ

必要に応じ

→ 講義・演習

→

→ 11
参加型学習プログラムを企
画・立案・運営する力

参加型学習プログラムの企画・立案・運
営、ファシリテーターとして必要な知識や
技能

講義・演習 ◎ ◎ ○ ○
必要に
応じ

必要に応じ

→ 12 事業評価と改善について
事業の目標設定、評価のあり方、評価に基
づいた改善策の提案

講義・演習 ○ ○ ◎ ◎ ◎
必要に
応じ

2～3年に1回

→ 13
社会教育計画の立案や地域づ
くりについて

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と
留意事項、地域づくりとの関連

講義・演習
事例研究

○ ◎ ◎ ○
必要に
応じ

2～3年に1回

→ 14
地域指導者養成研修の企画・
運営

地域指導者養成研修の企画立案、プログラ
ム内容、運営スキル等

講義・演習 ◎ ○
必要に
応じ

必要に応じ

→ 15 施設の効率的な経営
社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方
法、課題や解決策等

講義
事例研究

◎ ○ ◎ ○
必要に
応じ

2～3年に1回

→
→

→ 17 人的ネットワークの形成
情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把
握等

情報交換
交流会

◎ ◎ ◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

→ 18 効果的な広報・周知
チラシや情報誌の作成、住民への周知の効
果的な方法等

講義・演習
事例研究

○ ◎ ◎ ◎ 新任時 2～3年に1回

→ 19 様々な事例等を情報収集
事業や施策等の先進事例の収集、整理、ア
イディアの導入等

講義・演習
事例研究

○ ◎ ○ ○
必要に
応じ

2～3年に1回

地域の人材の確保・育
成

→ 20
地域の教育資源の発掘と人材
育成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の
収集と育成、ボランティアの意義、知の循
環型社会の理解と促進

事例研究 ◎ ○ ○
必要に
応じ

2～3年に1回

学習相談と助言
学習文化活動全般につ
いての援助相談の専門
員

→ 21 学習活動の支援
学習活動における会場作り、様々な学習手
法、プログラム等へのアドバイス

OJT
事例研究

○ ◎ ◎ ○ ○
必要に
応じ

2～3年に1回

地域の教育活動を連携
推進するｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域の教育活動を連携
推進するｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

→ 22
学社が連携・協力した組織的
な教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、
教育振興運動含む）の理念、実践方法、成
果や課題等

講義
事例研究

○ ○ ◎ ◎ 新任時
１年に１回

以上

→ 23
各時期の教育に関する知識・
技能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人
教育、高齢者教育等

必要に応じ ○ ○ ○ ○ ○
必要に
応じ

必要に応じ

→ 24
各領域の教育に関する知識・
技能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環
境教育、人権教育、まちづくり、国際理
解、情報科学、文化財、芸術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱ、図書館等

必要に応じ ○ ○ ○ ○ ○
必要に
応じ

必要に応じ

→ 25
その他、共通して必要となる
知識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となる
もの

必要に応じ ○ ○ ○ ○ ○
必要に
応じ

必要に応じ

※◎は、最も望ましいと考
え られる実施主体。○
は、実施が望まれる実施主
体。

※◎は、研修の必
要性が特に高い項
目。○は研修する
ことが望ましい項
目

（地域や職員の職務に
応じて必要となる知識
や技能）

（地域や職員の職務に
応じて必要となる知識
や技能）

職
務
に
応
じ
て
必
要

な
知
識
や
技
能
に
関

わ
る
研
修
項
目

社 会 教 育 関 係 職 員 を 対 象 と す る 研 修 体 系 （ 試 案 ）

社会教育関係職員に求められる役割（Ｈ21研究より）

社会教育
を行うも
のに専門
的な助言
と指導

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

地域の教育力を組織化
し活性化する役割（コ
ミュニティオーガナイ
ザー）

（社会教育関係職員の
役割を果たすために基
盤となる基本的な知識
や技能）

分
類

社会教育関係職員を対象とする研修内容

社会教育主事

各部局や社会教育関係者の連
絡調整のあり方

（社会教育関係職員の役割を果た
すために基盤となる基本的な知識
や技能）

情報収集・提供

課題やニーズの把握と学習プ
ログラムの企画・運営

企画立案や運営を通じ
た地域における仕組み
づくり

関係者・関係機関との
広域的な連絡・調整

10

16

学習内容の組み立て編
成者（プログラマー）

地域の学習課題やニー
ズの把握・分析

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目

○

市町村
地区社会
教育連絡
協議会等

県

○ ◎ ◎

◎

課題やニーズの把握、具体的な学習プログ
ラムの企画・運営

研修の実施主体

◎ ◎

研修の対象・時期・頻度

対象となる職員

１年に１回
以上

研修
時期

研修頻度

新任時

OJT
事例研究

連携・協力のための利害の把握と交渉・調
整

研修内容の例 研修方法の例No 研修項目

研修機会の簡易チェック欄

研修を実
施する主
体

社会教
育主事
等

公民館
主事等

○ ○ 随時
必要に
応じ
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表９

社会教育法
国社研調査研究

（H18)
社会教育法 公民館ハンドブック

社会教育
委員

公民館運
営審議会

委員

→ 1
社会教育関係委員としての心
構えや役割

社会教育関係委員としての姿勢や職務、仕事
の進め方等

◎ ○ ◎ ◎ 新任
新任時に

１回

→ 2 社会教育と生涯学習の定義
それぞれの理念、歴史、今日的な役割、施策
や事業の最終的な目標

○ ○ ◎ ◎ 新任
2～3年に

1回

→ 3
社会教育の法令等（国、県、
市町村）

社会教育（生涯学習）に関わる各種法令の意味、
経緯等

○ ○ ◎ ◎ 新任
必要に応

じ

→ 4 市町村の施策や事業
市町村の施策や事業のねらい、経緯、成果や
課題等

◎ ○ ◎ ◎ 新任 毎年

→ 5 国や県の施策や事業 国や県の事業のねらい、経緯、成果や課題等 ○ ◎ ◎ 新任
2～3年に

1回

→ 6 コミュニケーション
住民の代表としてコーディネーター的な役割
を果たす際に必要なスキル等

○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

職務を行うために
必要な調査研究

地域の社会教育に関す
る研究調査

住民の公民館利用の適
正化に関する問題

→ 7 各種調査の作成と分析
地域の実態、ニーズ、課題を把握する調査の作
成、実施、分析

○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ
教育委員会の諮問
により意見具申

建議や教育委員会の諮
問に対する答申

→

教育委員会の会議
に出席して意見具
申

社会教育関係団体への
補助金交付に対する意
見具申

→

社会教育に関する諸計
画の立案

事業計画、事業実施に
関する諸問題

→

住民の意向を行政等に
反映させるためのパイ
プの役割

→

まちづくり・地域づく
りへの積極的貢献

→

運営上に生じた問題 →
施設等に関する問題 →
経営合理化等の問題 →

都道府県内の社会教育
に関するネットワーク
の形成

→ 11 人的ネットワークの形成
情報交換、人脈の形成、キーパーソンの把握
等

○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

社会教育行政施策や事
業の地域普及

→ 12 効果的な広報・周知 住民への周知の効果的な方法等 ○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ
先進的な事業の情報収
集・提供

→

行政との意見交換やア
イデアの提供

→

地域情報の行政への提
供

→ 14
地域の教育資源の発掘と人材
育成のあり方

地域の教育資源の発掘と整理、人材情報の収
集と育成、ボランティアの意義、知の循環型
社会の理解と促進等

○ ○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

家庭、地域の教育力向
上に関しての積極的な
貢献

→ 15
学社が連携・協力した組織的
な教育活動

学社連携の事業（学校支援地域本部事業、教
育振興運動含む）の理念、実践方法、成果や
課題等

○ ○ ○ ◎ ○
必要に応

じ
2～3年に

1回

青少年に関する特
定の事項について
助言と指導

→ 16
各時期の教育に関する知識・
技能

乳幼児教育、青少年教育、女性教育、成人教
育、高齢者教育等

○ ○ ○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

→ 17
各領域の教育に関する知識・
技能

社会体育、男女共同参画、視聴覚教育、環境
教育、人権教育、まちづくり、国際理解、情
報科学、文化財、芸術文化、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、図書館
等

○ ○ ○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

→ 18
その他、共通して必要となる
知識や技能

担当の職務内容に応じて、他に必要となるも
の

○ ○ ○ ○ ○
必要に応

じ
必要に応

じ

※◎は、最も望ましいと考え
られる実施主体。○は、実施
が望まれる実施主体。

※◎は、研修の必要
性が特に高い項目。
○は研修することが
望ましい項目

社 会 教 育 関 係 委 員 を 対 象 と す る 研 修 体 系 （ 試 案 ）

事業の効果に関する問
題

事業の企画実
施について調
査審議

職
務
に
応
じ
て
必
要
な
知

識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修

項
目

9

○

○

社会教育関係委員に求められる役割（Ｈ21研究より）

（地域に応じて研修の提供が必要となる
知識や技能）

（地域に応じて研修の提供が必要とな
る知識や技能）

社会教育に関する
諸計画の立案

No

基
本
的
な
知
識
や
技
能
に

関
わ
る
研
修
項
目

8

（社会教育関係委員の役割を果たすため
の基盤となり、研修を提供したほうがよ
いと考えられる知識と技能）

（社会教育関係委員の役割を果たすた
めの基盤となり、研修を提供したほう
がよいと考えられる知識と技能）

公民館運営審議会委員社会教育委員

13 ○

10

事業の目標設定、評価のあり方、評価に基づ
いた改善策の提案等

中長期的、組織的、総合的な計画の立案と留
意事項、地域づくりとの関連

社会教育・生涯学習施設の効率的な運営方
法、課題や解決策等

施策や事業等の先進事例の収集、整理、アイ
ディアの導入等

○
必要に応

じ
必要に応

じ
○ ○

○
必要に応

じ
2～3年に

1回
○ ◎

専
門
的
な
知
識
や
技
能
に
関
わ
る
研
修
項
目 様々な事例等を情報収集

事業評価と改善について

施設の効率的な経営

社会教育計画の立案や地域づ
くりについて

社会教育
委員

◎

◎

対象とする委員

時期

○
必要に応

じ

頻度

必要に応
じ

2～3年に
1回

社会教育関係委員を対象とする研修（情報提供）内容

研修を実
施する主
体

研修項目
分
類

研修（情報提供）内容の例

研修（情報提供）の対象・時期・頻度
研修（情報提供）
を実施する主体

教育事務
所等

本庁や生
涯学習推
進セン
ター

市町村
地区社会
教育連絡
協議会等

公民館運
営審議会
委員

研修機会の簡易チェック欄

2～3年に
1回

◎○ ○

○

-50 -
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10 課題の解決に役立つ参考事例

県内市町村の実態調査から研修を実施する際の課題として、職員の多忙化、研修会場が遠い

こと、研修予算（旅費、謝金等）の不足、研修効率が悪く効果が高まらないことなどがあげら

れている。これらの課題を集約すると、研修を充実させるためには、「研修の機会そのものを増や

す」ことと、「より効率的でより効果が期待できる研修を実施する」ことが必要であると考えた。

そこで、研修機会の拡充を目指した方策と、研修の効率や効果を高めるための取組の工夫とい

う二つの視点から、参考となる県内外の取り組み事例を収集した。以下は、その概要である。

（１）研修機会の拡充を目指す方策例

国や県、市町村の財政が厳しさを増す中、研修機会を拡充するには、研修の重要性を再確

認し、必要な研修の予算を確保することが第一に考えられるべきであろう。しかし、同時に、なる

べく経費や時間がかからないような工夫を組み込むことで、研修機会を増やしていくことも必要で

あると考える。ここでは、ＩＣＴを活用して研修のコンテンツ等を提供する実践と、身近なところで

の研修を拡充する実践事例を紹介することとする。

ア ＩＣＴを活用して研修のコンテンツ等を提供する実践

ＩＣＴを活用して研修で使用する資料や、実際の講義を提供することにより、遠隔地

においても、大きな負担なく研修を受けることができ、研修機会を拡充させるための有

効な方法である。また、インターネットの環境があれば誰でもいつでも研修のコンテン

ツを入手できることから、個人の自己研修を促すという効果も期待できる。

(ア) インターネットで研修資料等を情報提供（広島県立生涯学習センター）

広島県立生涯学習センターのホームページ 「゙ぱれっとひろしま」では、生涯学習・

社会教育関係職員（指導者・支援者向け）の事業企画や研修等に役立つ項目の情報

を提供している。

① 生涯学習の基本に関する情報

○生涯学習の基本・・・生涯学習や生涯学習振興行政の基本的な考え方等

○基本資料・・・基本的な法令、答申、提言、各種調査

② 実践的なプログラムに関する情報

○事業・学習プログラムの作り方・・・準備活動、計画

○事業・学習プログラム事例・・・テーマ別、施設別に類別された県や各市町の

学習プログラムの事例

○事業の評価・・・評価の意義、種類、流れ等

③ 発展・連携的な情報

○研究・開発・・・過去の研究等

○成果の活用・・・意義、活用例等

○リンク・・・県内外の生涯学習関連サイトへのリンク
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(イ） インターネットによる講義等の配信

（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター）

国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは、都道府県や市区町村の社会

教育関係職員向けの研修及び図書館職員向けの講義を遠隔学習コンテンツとして

整備し、インターネット上でビデオ視聴（メディアプレイヤー等で再生）できるよ

うに配信している。講義名をクリックするだけで中央講師の講義が視聴できるよう

になっている。また、講義資料のダウンロードも可能である。下表は、社会教育主

事研修用として整備された講義の一覧である。

区分 ～社会教育法改正と今後の社会教育～

Chapter1 「生涯学習の振興と社会教育行政～社会教育をめぐる新しい動向を踏まえて～」

Chapter2 「社会教育主事に求められる役割」

Chapter3 「新しい時代における社会教育計画・評価の在り方」

Chapter4
社会の諸課題と社会教育施策

「生涯学習の学習成果の活用」、「学校・家庭・地域の連携」、「家庭の教育力の

向上」

区分 ～社会教育主事の専門性を高める資質・能力～

Chapter1 「学習課題の把握と企画立案能力」

Chapter2 「コミュニケーション能力」

Chapter3 「調整者（コーディネーター）としての能力」

Chapter4 「社会の変化に対応する「幅広い視野と探求心」

（参照：「平成 21 年度インターネットを活用した遠隔社会教育研修の在り方に関する調査研究

報告書」平成 22 年 3 月国立教育政策研究所社会教育実践研究センター）

※社会教育実践研究センターのホームページ(http://www.nier.go.jo/jissen/index.htm)

イ 身近なところで研修機会の確保を目指す実践

昨年度の調査からは、市町村や教育事務所等、身近なところの研修の機会が減少している

ことがわかった。身近なところで行われる研修のメリットの一つに、職員間のネットワークが形成さ

れ、持続的な情報交換や学びあいが活発に行われることによって、職務に対するモチベーショ

ンの向上が期待できることがある。

○ 中核的な職員が講師を務める研修の実践（広島県立生涯学習センター）

広島県立生涯学習センターでは、初級研修と上級研修を企画し、経験豊富な職員

や上級研修を修了した職員が、初級研修の演習指導を務めることで、職員の指導力

を養い、教え学び合うことのできる組織の形成を促し、市町で持続的に循環できる

人材育成を目指している。市町の職員を指導者として養成することにより、間接的に各市

町の研修の拡充を図ろうとするものである。
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◆研修対象者

初級研修 上級研修

対
象

市町の職務経験３年未満の生涯学習振

興・社会教育行政関係職員等（30 名程度）

市町の職務経験３年以上の生涯学習振興・

社会教育行政関係職員（10 名程度）

受
講
者

生涯学習振興・社会教育行政関係課職

員、社会教育施設職員

生涯学習振興・社会教育行政関係課職

員、社会教育施設職員

◆研修計画

回

初級研修
（市町の経験豊富な職員、上級研修修了
者が第 2～第 4 回の演習を指導）

上級研修

１

○講義・演習「今後の生涯学習振興と社

会教育推進の在り方」

○講話・意見交換「生涯学習・社会教育

関係職員への期待」

○講義「生涯学習・社会教育関係法令・

答申・動向の理解」

○講義「学習支援者としての情報収集・活

用の基礎」

○講義「生涯学習と社会教育の動向とこれ

からの生涯学習・社会教育関係職員に求め

られること」

○講義・演習「生涯学習振興・社会教育行

政における施策推進に必要な能力とは」

２

●講義・演習「学習プログラム開発の理論

と手法」「学習プログラム開発の実際」Ⅰ

●演習「県内の生涯学習振興・社会教育

にかかわる事例について分析」

○講義・演習「生涯学習・社会教育の現状と

課題把握・分析、施策及び施策の方向性設

定」の力を高める

３

●演習「学習プログラム開発の実際」Ⅱ

個別事業計画と学習展開計画作成

●演習「作成した学習プログラムの発表・

相互評価及びリデザイン」

○講義・演習「地域の学習課題やニーズの

把握・分析、目的・目標設定」の力を高める

４

●演習「学習プログラム開発の実際」Ⅲ

発表準備

●演習「作成した学習プログラムの発表及

び評価」

○講義・演習「企画立案」「評価」の力を高

める

○講義「施策を推進する際の大切にしたい

視点とは」

（２）研修の効率や効果を高めるための取組例

研修の機会が限られており、必ずしも十分とはいえない実態を踏まえれば、効率的な研修の

実施や十分な成果が期待できる研修計画の工夫は必要不可欠である。そのためには、研修対

象者のニーズや課題等の把握、研修内容の精選とプログラム化、評価の実施と結果の活用とい

う P（計画）-D（実行）-C（チェック）-A（改善）サイクルを意識することが重要になろう。ここでは、C

（チェック）から A（改善）、P（計画）の部分に関する実践事例を紹介する。

ア アンケートやレポートの活用（千葉県佐倉市教育委員会）

佐倉市教育委員会社会教育課では、年間５回の研修会を実施しているが、その最終回

に、受講者に研修の感想や研修の成果、課題等のレポートの提出を求め、次年度の研修

の参考にしている。平成 20 年度の研修レポートから抽出した課題や意見等の中で、次

年度の研修計画に活かされている内容を下線で示すこととする。
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(ア) 平成 20 年度のレポートから抽出した課題

① 課題、研修で深めたい内容

・地域づくりコーディネーターに求められる資質や能力

・地域の拠点としての公民館の在り方

・公民館の有料化

・指定管理者制度について

・現代的な課題の理解と学習プログラムの構成

・「地域の教育力の向上」と地域づくりに関する学習プログラム

・青少年参加型プログラムについて

・職員による事例発表

・他市町村の公民館の視察

② 意見・提案事項

・連絡調整、情報交換の時間の確保

・事例研究発表の継続

・講義を減らして、グループワークを多用

(イ) 平成 21 年度の研修計画

イ 課題や評価に関わるシートの活用

（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター）

国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは、平成 20 年度「社会教育主事の

専門性を高めるための研修プログラムの開発に関する調査研究」の成果をふまえ、平

成 21 年度にモデル的なプログラムを作成し実施している。研修の効果をより高めるた

め、各種シートを活用し、課題や評価、研修成果の活用方策等について記入させて、

事前から事後までを一連の研修として効果的に展開している。受講者にとっては、課

題意識を高め、学んだ知識や技術を整理し、その活用を促す効果があると考えられる。

また、実施主体にとっても、研修の各段階の評価が可能となり、より詳細な課題が明

らかになり、研修の効果を高めることにつながると考えられる。

回 期 日 テ ー マ 講 師

１ ６月 22 日
生涯学習社会の構築と公民館主事の役割・資
質・能力、国の施策(講義・協議)

国立教育政策研究所
専門調査員

２ ７月 27 日
地域の拠点としての公民館の在り方と事業
評価の活用、参加型プログラム（講義・協議）

国立教育政策研究所
専門調査員

３ ９月 28 日
公民館の有料化について（講義・ワークショ
ップ）

実施している公民館
の職員

４ 12 月 14 日 先進市町村の公民館を視察（視察・質問）
先進地域の公民館職
員

５ １月 25 日
事例発表１→通学合宿 事例発表２→青少
年事業と家庭教育事業（発表、協議、講評）

助言者として課長、公
民館長
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① プレ研修シート（事前研修として配布）

受講者の課題意識の明確化。講師が課題意識を把握し、受講者、講師、事務局

の情報交換等やネットワーク形成を促進。

② ふりかえりシート（本研修で配布）

受講者が各講義で学んだことを整理。講師及び事務局の研修評価の資料とする。

③ 直後アンケート（本研修で配布）

受講者が研修全体の計画、運営、講師等を評価。

④ 事後レポート（事後研修１として配布）

受講者が、研修成果の活用方策（具体的な行動目標）について検討。

⑤ フォローアップ研修シート（事後研修２として配布）

受講者が事後レポートで計画した方策の進捗状況を検証・分析し報告する。事

務局は必要に応じて助言を行うとともに研修プログラムの改善資料とする。

（参照：「平成 21 年度社会教育主事の専門性を高めるための研修プログラムの開発に関する調査研究報告

書」平成 22 年 3 月国立教育政策研究所社会教育実践研究センター）

ウ 研修の成果を次の研修に生かす試み（岩手県立生涯学習推進センター）

当センターの講座では、講義や演習によりまとめられた成果や課題等を、その後に

実施される研修において活用するよう努めている。研修で得られた成果や課題を次回

の研修の出発点とすることで、研修成果の積み上げ、内容的な重複の排除、講義や協

議の焦点化や深まりなどが期待できると考えた試みである。

・「社会教育指導員等研修講座」の協議の中で、事業を企画する際の苦労や悩み、課

題等をまとめていただき、それを基にして「事業プログラム作成専門研修講座」

のプログラム作成や、講義の内容について講師との事前の打ち合わせを実施する。

・「放課後子どもプラン指導者合同研修会」の記録から、前年度の現状や今後の課題

等を整理した資料を作成し、今年度の研修会で提示したことで、前回からの継続

的な協議が行われた。
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11 社会教育関係職員・委員の研修の充実方策

前項では、前年度の研究によって、県内市町村の研修の実態から明らかになった職員の

多忙化、研修会場が遠いこと、研修予算（旅費、謝金等）の不足、研修効率が悪く効果が高まら

ないことなどの課題を解決するための県内外の事例等を分類して紹介した。これらを参考

にして、研修機会を拡充するための方策と研修の効率や効果を高める方策の二つの観点か

ら考察を加え、「研修の充実方策」（Ｐ58 図 40）としてまとめた。

（１）研修機会を拡充するための方策

ア 市町村と県に共通

・「研修体系（試案）」等を参考にした計画的な研修計画を策定し、研修に必要な予算

を確保する。

・国立教育政策研究所社会教育実践研究センター等がＩＣＴにより提供している研修

コンテンツ等を積極的に活用する。

・講師派遣制度を実施する団体や機関の情報を収集し、積極的に活用する。

・職務に必要な知識や技能を、職場内研修や自己研修で修得できるよう研修体制整備、

意識啓発に努める。

イ 市町村

・市町村単独で研修実施が困難な場合、複数の市町村による共同実施を検討する。

・意図的にベテランの職員と経験の浅い職員を組み合わせて業務を行うなどＯＪＴに

よる研修を導入する。

※ 地区社会教育連絡協議会等

地区社会教育連絡協議会は、活動を継続している地区もあれば、協議会を廃止し

た地区もあり今後の存続も不確定である。しかし、課題や目標を共有化し学び合う

ことにより、喫緊の課題の解決が図られ、職員のネットワークの構築が進むという

大きなメリットがあり研修の意義は大きい。

ウ 県

(ア) 教育事務所

・市町村の社会教育行政の推進状況、地域の共通課題、職員研修の実態等を考慮

し、教育事務所としての研修計画を作成、実施する。

（イ） 生涯学習推進センターや本庁

・研修体系を基に計画的な研修プログラムを提供する。

・移動研修講座の開催や事業等による市町村支援方策を拡充する。

・ＩＣＴを活用した研修の資料や講義等の提供を検討する。
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（２）研修の効率や効果を高める方策

ア 市町村と県に共通

・県や国等の研修に関わる資料や情報（講師情報、講義資料、事業プログラム、アン

ケート様式等）を積極的に活用する。

・研修における P-D-C-A サイクルを確立し、研修成果の確認や研修の改善に努める。

イ 県

・市町村における研修実態や研修に対する要望等を把握し、研修計画の見直しや改善

を図る。

・研修講師や最新の資料、研修プログラム等を収集整理し、市町村等に積極的に提供

する。

・指導的な立場にある職員（県・市町村の社会教育主事等）を活用した研修プログラ

ムを開発する。

・P-D-C-A サイクルを組み入れた、研修プログラムを開発する。
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市町村 全国・東北の社

会教育・生涯学

習機関、県社会

教育関係団体

・各研究大会
・各研修会

地区社会教育
連絡協議会等

本庁・生涯学習推進センター

支
援
や
情
報
提
供

教育事務所等

・独自の研修の実施

・新たな事業展開のための職員研修

・複数の市町村による共同実施

・意図的なＯＪＴの導入

・研修体系を基にした計画的な研修
プログラムの提供

・移動研修講座等による市町村支援
方策の拡充

・ＩＣＴによる資料や講義の提供

・市町村の研修実態や要望等を把握、研修計画の見直し

・講師や最新資料、研修プログラム等の収集整理と提供

・指導的な立場の職員を活用する研修プログラムの開発

・Ｐ-Ｄ-Ｃ-Ａサイクルを組み入れた研修プログラムの
開発

図 40

・研修体系（試案）を基にした研修計画の
策定、必要な予算の確保

・ＩＣＴによる研修コンテンツの活用
・講師派遣制度の積極的な活用
・職場場内研修の体制整備、自己研修の意

識啓発

・県や国の研修に関わる資料や情報の活用

・研修におけるＰ-Ｄ-Ｃ-Ａサイクルの確
立と研修成果の確認、研修の改善

研修機会を拡充する方策 研修の効率・効果を高める方策

研修機会を拡充する方策

・市町村の実態や課題等を考慮した研修
計画の作成、実施

（移動研修講座と共催で実施）

研修機会を拡充する方策

研修機会を拡充する方策 研修の効率・効果を高める方策

情
報
収
集

情
報
収
集

情
報
収
集

・各研究大会
・各研修会

市町村と県に共通
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Ⅲ 研究のまとめ

社会教育関係職員・委員に求められる役割が、より多様化し専門性が求められるように

なっているにも関わらず、職員や委員の研修機会は年々少なくなっている傾向にある。

そこで、本研究は、社会教育関係職員・委員を対象とする研修の実態や課題を明らかに

したうえで、県全体として社会教育関係職員や委員に対して必要な研修や情報が効率的に

提供される方策について考察を進めてきた。

職員や委員に求められる役割から必要となる知識・技能を整理し、それらの修得のため

の研修内容や方法、研修の時期や頻度、県と市町村の役割分担などについて検討したもの

を集約して研修体系（試案）として構想した。

以下に、本研究の２年間の成果と今後の課題を述べる。

１ 研究の成果

（１）各種答申や法令、文献、調査等により社会教育関係職員・委員に求められる役割や本

県における職員や委員の研修の状況について整理することができた。

（２）調査結果の分析・考察により、社会教育関係職員・委員に関わる研修の実態や研修担

当者の意識や今後の課題を明らかにすることができた。

（３）社会教育関係職員・委員の研修に関わる研修項目を整理し、職員や委員が研修計画を

作成する際の参考となる研修内容、実施主体が研修を企画する際の参考となる研修内容

を、研修体系試案として一覧に整理することができた。

（４）研修に関する課題の解決に役立つ先進的な事例を収集・整理し、研修体系（試案）を

もとに研修をより充実させるための方策を考察し、提示することができた。

２ 今後の課題

（１）今回提示した研修体系（試案）は、構想段階のものであり、今後、市町村や関係機関

等からの意見や助言を得ながら、より実効性の高いものに修正等を加える必要がある。

（２）研修体系に基づいて、研修を市町村と県が連携して試行し、効率性や効果等について

検証を進める必要がある。

現代社会の流動的な課題や住民のニーズに対応する社会教育行政を実現するためには、

研修体系を基盤にした役割分担等によって質の高い研修が実施され、多くの職員や委員が

専門性を高める必要があり、今回、提示した研修体系（試案）や充実方策が、その取り組

みのきっかけとなることを期待したい。
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＜回答にあたっての留意事項＞

１

２

（１）

（２）

３

４

５

人

回答は、社会教育主管課の職員研修担当の職員にお願いします。

回答は、本調査票（Excelファイル）の回答記入欄に入力して、可能な限り電子データ
で返送してください。

回答は、【問５】以外は平成２１年度の状況でご回答ください。

本調査はすべて統計的に処理し、市町村名等は一切公表しません。

所属部署名

職名

電話番号

合計人 公民館等職員 人

氏 名

社会教育関係職員数 事務局職員

「社会教育関係職員の研修に関する調査」調査票

市町村名

＜回答者について＞

本調査の対象とする社会教育関係職員とは、次の職員とします。

市町村の教育委員会事務局（花巻市においてはまちづくり部）の社会教育主管
課の職員（非常勤職員を含む）。 ※以降、「事務局職員」と記述

公民館（中央館及び地区館）の職員（非常勤職員を含む）。公民館を設置してい
ない市町村にあっては、実質的に社会教育事業を行っている地区センター等の職
員。 ※以降、「公民館等職員」と記述

調査票１

-資料1



【問
１】

→予算額 千円

【問２】

【問３】

【問４】

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

シ

コ 学習相談のあり方について

サ 職員の接遇やコミュニケーション能力について

オ 社会教育事業の評価のあり方について

カ 他部局や団体等との連携・協力のあり方について

ク 社会教育と地域づくり・まちづくりの関係について

ケ 学習情報の収集・提供について

ア 社会教育・生涯学習に関する基本的な内容について

イ 社会教育計画等の作成について

ウ 住民の学習ニーズ等の社会教育調査の方法について

エ 社会教育事業の企画・運営のあり方について

事務局職員

回答記入欄

貴市町村で独自に研修会を実施している場合、どのような内容の研修を行っています
か。次の中から研修に取り上げたものをすべて選び、○を記入してください。シを選んだ場
合は具体的な内容を記入してください。

時間数研修会等名
参加者数

回答記入欄

１ 社会教育関係職員の研修について

回答記入欄

公民館等職員

貴市町村では、社会教育関係職員を対象とする独自の研修会を実施していますか。実施
している場合は○を、実施していない場合は×を記入してください。

貴市町村で独自に研修会を実施している場合は、研修会等名、時間数、参加者数を記入
してください。

貴市町村では、社会教育関係職員の研修費（研修会開催経費、参加旅費など）を予算化
していますか。予算化している場合は○を記入し、予算額を記入してください。予算化して
いない場合は×を記入してください。

シ その他

→具体的内容

キ 社会教育と学校教育、家庭教育との連携のあり方について

-資料2



【問５】

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

北上地区

奥州地区

一関地区

大船渡地区

管内社会教育委員・社会教育担当職員合同研修会

管内社会教育関係職員研修

県全域・
広域

盛岡地区

一関地区教育振興運動推進研修会

社会教育関係職員先進地視察研修

視聴覚教育担当者等研修会

社会教育指導員等研修講座

教育メディア専門研修③「ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ作成応用編①」

教育メディア専門研修④「ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ作成基礎編②」

教育メディア専門研修⑤「ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ作成応用編②」

岩手県生涯学習推進研究発表会

新任社会教育関係職員等研修講座

社会教育職員専門研修会

陸中海岸青少年の家「自然体験活動セミナー」

県北青少年の家「野外活動セミナー」

岩手県社会教育委員・公民館運営審議会研究大会

岩手県地域視聴覚教育協議会選任職員研修会

岩手県公民館大会(宮古市）

岩手県社会教育主事・公民館職員研修会

H20.5

H21.5

H20.3

H21.5

H20.11

H21.7

H20.10

H21.9教育メディア専門研修①「ホームページ作成」

事務局職員

H21.5

H21.5

貴市町村以外の機関等が実施した研修会等への派遣状況についてお聞きします。
過去１年間（平成２０年１０月から平成２１年９月まで）に開催された下記の研修会等に社

会教育関係職員を派遣した場合には参加者数を記入してください。
また、下記の研修会等以外に派遣した場合には「その他の研修」の欄に研修会等の名

称、時期、参加者数を記入してください。

公民館等職員

参加者数
時期研修会等名No分類

管内社会教育職員専門研修講座（西和賀町） H20.12

H21.7

H20.11

H21.6

H21.8

参加体験型学習専門研修講座

学習プログラム開発専門研修講座

県南青少年の家「体感！体感！みどりのｷｬﾝﾊﾟｽ」

管内社会教育委員合同研修会

学習情報提供システム担当者研修会

事業展開におけるリスク対処専門研修講座

社会教育計画専門研修講座

事業周知・広報スキルアップ専門研修講座

新任社会教育行政職員研修会

市町村担当者研修会

一関地方社会教育協議会研修会

公民館職員研修会

H20.11

H21.6

H20.10

H20.10

H20.11

H21.2

H21.5

H21.5

H21.6

H21.6

H21.7

H21.8

H21.5

H21.4

H21.2

教育メディア専門研修②「ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ作成基礎編①」 H20.7

H21.7

H21.9

花巻地区 移動講座（花巻地区） H21.7

-資料3



35

36

37

38

39

40

41

42

43

【問６】

ア 十分である

イ どちらかといえば十分である

ウ どちらかといえば不十分である

エ 不十分である

【問７】

イ １～３回

ウ ４～６回

エ ７～９回

二戸地区

その他の研修

公民館等職員
分類 No 時期

参加者数

回答記入欄

宮古地区

貴市町村の社会教育関係職員の研修の機会は十分だと考えますか。次の中から一つ選
び、その記号を記入してください。

回答記入欄

管内社会教育関係職員研修会①

管内社会教育関係職員研修会②

研修会等名

久慈地区

管内文化財担当者研修会

社会教育担当職員視察研修

貴市町村の社会教育関係職員の研修の機会は、一人当たり年間で何回くらいが望ましい
と考えますか。次の中から一つ選び、その記号を記入してください。

ア 必要ない

公民館等職員事務局職員
時期

参加者数

H20.10

H21.6

オ １０回以上

研修会等名

H21.6

H21.4

公民館職員等研修会

社会教育職員等研修会

社会体育担当者等研修会

社会教育委員公民館運営審議会委員等研修会

文化財調査委員等研修会

事務局職員

H21.9

H21.9

H20.10

H20.10

H20.10
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【問８】

イ おおむね必要な内容の研修が行われている

ウ 必要な内容の研修が行われているとはいえない

エ 内容的に全く不十分である

【問９】

キ その他

【問10】

サ 職員の接遇やコミュニケーション能力について

ク 社会教育と地域づくり・まちづくりの関係について

ケ 学習情報の収集・提供について

シ その他 →具体的内容

コ 学習相談のあり方について

回答記入欄

貴市町村の社会教育関係職員の研修を進めるうえで、障害となっているものがある場合
には、次の中から３つ以内で選び、その記号を記入してください。キを選んだ場合は具体的
な内容を記入してください。

回答記入欄

イ 社会教育計画等の作成について

ア 社会教育・生涯学習に関する基本的な内容について

カ 必要性の高い内容の研修がない

オ 研修に対する職員の意識や関心が低い

今後、社会教育関係職員の研修では、どのような内容の研修を重視したいと考えます
か。優先度の高いものを次の中から５つ以内で選び、その記号を記入してください。シを選
んだ場合は具体的な内容を記入してください。

ア 日常の業務が多忙である

２ 今後の社会教育関係職員の研修のあり方について

ア 必要十分な内容の研修が行われている

イ 参加者の業務を代わって務める職員がいない

エ 研修会場が遠くて参加しにくい

回答記入欄

オ 社会教育事業の評価のあり方について

→具体的内容

ウ 研修に対する予算が少ない

社会教育関係職員の研修について、必要な内容の研修が行われていると考えますか。
次の中から一つ選び、その記号を記入してください。

ウ 住民の学習ニーズ等の社会教育調査の方法について

エ 社会教育事業の企画・運営のあり方について

カ 他部局や団体等との連携・協力のあり方について

キ 社会教育と学校教育、家庭教育との連携のあり方について

-資料5



【問11】

【問12】

ご多用中、ご協力いただきましてありがとうございました。

社会教育関係職員の研修のあり方について、ご意見やお考えがあれば記入してください。

社会教育関係職員の研修が現在よりも縮減された場合、社会教育行政の推進にどのよう
な影響が生じてくると考えられますか。特に心配されるものを３つ程度記入してください。

→記入欄
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(社会教育委員調査用）

１ 回答は、社会教育主管課の社会教育委員の担当職員にお願いします。

３ 回答は、【問６】以外は平成２１年度の状況でご回答ください。

４ 本調査はすべて統計的に処理し、市町村名等は一切公表しません。

氏名

「社会教育委員の研修に関する調査」調査票

市町村名

＜回答者について＞

＜回答にあたっての留意事項＞

所属部署名

職名

電話番号

２ 回答は、本調査票（Excelファイル）の回答記入欄に入力して、可能な限り電子データで返
送してください。

調査票２
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１ 社会教育委員の活動について

【問１】 社会教育委員の人数（平成２１年４月１日現在の定数）を記入してください。

人

【問２】 社会教育委員の会議(小委員会等を含む）の年間開催予定数を記入してください。

回

【問３】

【問４】

２ 社会教育委員の研修について

【問５】

【問６】

千円

貴市町村では、社会教育委員の研修（独自の研修会の開催、他機関が開催する研修
会への派遣など）を実施していますか。実施している場合は○を、実施していない場合
は×を記入してください。

回答記入欄

回答記入欄

貴市町村では、社会教育委員の研修費（研修会開催経費、参加旅費など）を予算化し
ていますか。予算化している場合は○を記入し、予算額を記入してください。予算化して
いない場合は×を記入してください。

→予算額

回答記入欄

回答記入欄

社会教育委員の会議出席以外で社会教育委員に依頼している事項があれば記入し
てください。

回答記入欄

回答記入欄

社会教育委員に諮問している事項があれば記入してください。
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【問７】

【問８】

ア 拡充した方がよい

イ 現状の程度でよい

ウ 削減した方がよい

【問９】 【問８】で回答した理由を、下欄に記入してください。

【問10】

ア 社会教育委員の役割について

イ 社会教育・生涯学習に関する基本的な内容について

ウ 国や県等の施策の動向について

エ 市町村の社会教育・生涯学習の歴史や現状について

オ 社会教育の各分野について（青少年教育のあり方など）

カ 社会教育計画等の作成について

キ 調査研究の方法について

ク 現代的な課題や地域課題について

ケ 社会教育と学校教育、家庭教育との連携のあり方について

コ 社会教育と地域づくり・まちづくりの関係について

サ 社会教育事業の評価のあり方について

シ その他

ご多用中、ご協力いただきましてありがとうございました。

３ 今後の社会教育委員の研修のあり方について

回答記入欄

今後、社会教育委員の研修では、どのような内容の研修を重視したいと考えますか。
優先度の高いものを次の中から３つ以内で選び、その記号を記入してください。シを選
んだ場合は具体的な内容を記入してください。

今後の社会教育委員の研修のあり方について、あなたの考えに最も近いものを一つ
選び、その記号を記入してください。

回答記入欄

社会教育委員が、過去１年間（平成２０年１０月から平成２１年９月まで）に参加した研
修会等（独自の研修会、他機関が開催する研修会）があれば、その研修会等の名称、
参加者数、参加対象を記入してください（参加対象については、社会教育委員全員を対
象とする研修会は全員の欄に○を、一部代表の方のみを対象とする研修会は代表の
欄に○を記入してください）。

参加対象

全員 代表
研修会等名 参加者数

→具体的内容
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(公民館運営審議会委員調査用）

＜回答にあたっての留意事項＞

１ 本調査は、公民館運営審議会ごとにご回答ください。

２

３

４ 回答は、【問６】以外は平成２１年度の状況でご回答ください。

５

職名

電話番号

公民館名
※所属が公民館でない方
のみ記入してください→

所属部署名

氏 名

「公民館運営審議会委員の研修に関する調査」調査票

市町村名

＜回答者について＞

本調査はすべて統計的に処理し、市町村名等は一切公表しません。

回答は、公民館運営審議会が設置されている公民館の担当職員にお願いします。社会
教育委員と公民館運営審議会委員を兼務で委嘱している市町村においては、社会教育
委員の担当職員にお願いします。

回答は、本調査票（Excelファイル）の回答記入欄に入力して、可能な限り電子データで
返送してください。

調査票３
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【問１】 公民館運営審議会委員の人数（平成２１年４月１日現在の定数）を記入してください。

人

【問２】 公民館運営審議会(小委員会等含む）の年間開催予定数を記入してください。

回

【問３】

【問４】

【問５】

千円

貴市町村では、公民館運営審議会委員の研修費（研修会開催経費、参加旅費など）
を予算化していますか。予算化している場合は○を記入し、予算額を記入してください。
予算化していない場合は×を記入してください。

回答記入欄

→予算額

１ 公民館運営審議会委員の活動について

公民館運営審議会委員が、過去１年間（平成２０年１０月から平成２１年９月まで）に参
加した研修会等（独自の研修会、他機関が開催する研修会）について、その研修会等の
名称、参加者数、参加対象を記入してください（参加対象については、公民館運営審議会
委員全員を対象とする研修会は全員の欄に○を、一部の代表の方のみを対象とする研
修会は代表の欄に○を記入してください）。

【問６】

参加対象

全員 代表
研修会等名 参加者数

回答記入欄

公民館事業の企画実施についての調査審議以外に、公民館長が公民館運営審議会
に諮問している事項があれば記入してください。

回答記入欄

２ 公民館運営審議会委員の研修について

貴市町村では、公民館運営審議会委員の研修（独自の研修会の開催、他機関が開催
する研修会への派遣など）を実施していますか。実施している場合は○を、実施してい
ない場合は×を記入してください。

回答記入欄

回答記入欄
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【問７】

ア 拡充した方がよい

イ 現状の程度でよい

ウ 削減した方がよい

ア 公民館運営審議会委員の役割について

イ 社会教育・生涯学習に対する基本的な内容について

ウ 国、県、市町村の施策の動向について

エ 地域の社会教育・公民館活動の歴史や現状について

オ 現代的な課題や地域課題について

カ 社会教育と学校教育、家庭教育との連携のあり方について

キ 公民館活動と地域づくり・まちづくりの関係について

ク 公民館活動の評価のあり方について

ケ その他

ご多用中、ご協力いただきましてありがとうございました。

回答記入欄

回答記入欄

→具体的内容

【問７】で回答した理由を、下欄に記入してください。

【問９】

【問８】

今後、公民館運営審議会委員の研修では、どのような内容の研修を重視したいと考えま
すか。優先度の高いものを次の中から３つ以内で選び、その記号を記入してください。ケ
を選んだ場合は具体的な内容を記入してください。

今後の公民館運営審議会委員の研修のあり方について、あなたの考えに最も近いもの
を一つ選び、その記号を記入してください。

３ 今後の公民館運営審議会委員の研修のあり方について

-資料12


	表紙
	目次
	Ⅰ　研究の概要
	Ⅱ　研究内容　１　社会教育関係職員・委員に求められるもの
	２　社会教育関係職員・委員を対象とする研修の状況
	３　社会教育関係職員の研修に関する調査結果
	４　社会教育委員の研修に関する調査結果
	５　公民館運営審議会委員の研修に関する調査結果
	６　調査のまとめ
	７　調査結果の考察
	８　研修体系と研修の充実方策の構想
	９　社会教育関係職員・委員を対象とする研修のあり方についての考察
	１０　参考事例
	１１　社会教育関係職員・委員の研修の充実方策
	Ⅲ　研究のまとめ
	参考文献


	調査票1 社会教育関係職員調査用
	1/6
	2/6
	3/6
	4/6
	5/6
	6/6

	調査票2 社会教育委員調査用
	1/3
	2/3
	3/3

	調査票3　公民館運営審議会委員調査用
	1/3
	2/3
	3/3


